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【訳注】
　Learning Disabilitiesは学習障害と訳したが、日本での知的障害とほぼ同義で、これに日本での学習障害を含めたより広い範囲を指すと思われる。この語はこのパラレルレポートに32回登場し、同じ意味と思われるLearning Difficulty(ies)は5回登場し、Intellectual Disability(ies)は1回、脚注の文献タイトルに登場したのみであった。Developmental Disability(ies)は1回も登場していなかった。
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はじめに
この報告書は、英国独立機構（UKIM）によって作成された。2009年英国政府は、CRPD第33条に基づく英国の独立機構として、平等と人権委員会（EHRC）、北アイルランド平等委員会（ECNI）、北アイルランド人権委員会（NIHRC）、スコットランド人権委員会（SHRC）を指定し、CRPDの実施の促進、保護、監視の役割を課した。
2009年に英国がCRPDを批准して以来、UKIMは、監視の役割を果たす一環として、障害者およびその代表組織を積極的に援助し、監視過程への完全参加を奨励してきた。個々の独立した機構は、英国の障害者が参加するために様々な活動を行ってきた。たとえば、ガイダンスやその他の資料を作成し、交流や能力強化イベント、円卓討論会、Web上のセミナーを開催し、障害者に優先課題を特定するよう求めた。また障害者団体がCRPDの報告過程に直接参加できるようにするため、これらの団体に財政的支援を提供した。
英国の憲法上の仕組み
英国（連合王国、The United Kingdom of Great Britain and Northern Ireland）には、イングランド、スコットランド、ウェールズ、北アイルランドの4つの国が含まれている。英国議会は、スコットランド議会、ウェールズ国会、北アイルランド国会にさまざまな権限を移譲した。英国議会は、移譲されていない政策上の問題（「留保事項」）とイングランドの責任を負う。したがって、CRPDを実施する責任は、英国政府と移譲された政府にある。
さらに、英国にはイングランドとウェールズ、スコットランド、および北アイルランドの3つの独自の法制度がある。最高裁判所は、英国の最高の法律裁判所である。これは英国のすべての民事訴訟の最終の上訴裁判所である。また、この裁判所は権限移譲されたスコットランド、ウェールズ、北アイルランドの当局が彼らの権限の範囲内で行動したか、または行動するように提案しているかに関する「移譲問題」を決定する
。　
この文書の読み方
この報告書は、2014年に公表されたUKIM中間報告書
に基づいており、英国における障害者の権利に関する最新の情報を提供している。英国における独立した機構として、我々は14テーマの問題を特定し、委員会が英国政府と移譲された政府に質問したいであろうことを提案した。
この主要報告書は、英国、グレートブリテン（GB）、または英国の1〜2カ国において、障害者に影響を及ぼしている問題の中で特に重要な問題を示しており、我々は、英国に対する事前質問事項の準備にあたってCRPD委員会が考慮するよう推奨する。我々が提案した質問には、これらの問題に取り組む責任が英国であるか、移譲された政府であるか、その両方か示してある。我々はまた、各小見出し内で提起した問題に関連するCRPD条項を示した。
この主要報告書に加えて、UKIMの構成メンバーがイングランド、ウェールズ、スコットランド、北アイルランドに関する補足的国別報告書を作成した。これらは、関連する権限移譲された政府（またはイングランドに関する英国政府）が管轄するそれぞれの国の障害者の問題についての詳細および追加の示唆された質問を提供している。我々は委員会が、本主要報告書と併せて、補足報告書を検討することを推奨する。
我々の見解では、英国政府と移譲された政府は、条約の実施のための適切な措置をすべて講じてはいない。したがって、英国政府および/または移譲された政府が障害者の権利を促進し、保護するために講ずべき措置に関する勧告も、附属書として添付した。我々は、事前質問事項に対応した障害者の意見と英国政府が提供する情報を考慮して、委員会による英国公開審査に先立ち、これらの勧告を見直す予定である。
要約
国内法におけるCRPDの地位の向上（第3条、第4条）
CRPDは直接国内法に組み込まれていない。 UKIMは、英国政府と移譲された政府が一貫してCRPDに十分配慮しているとは考えておらず、そうしていないことの責任をとらせる国内の仕組みは現時点ではない。
人権法（1998年）の代わりに権利章典を導入する提案と英国のEUからの離脱計画は、障害者のCRPDの権利の保護にとって潜在的なリスクを生み出している。　
平等と非差別（第5条）
2010年平等法（EA 2010）は、仕事、商品やサービスの提供、教育や建物などの分野でさまざまな形の障害者差別からの保護を定めている。 EA 2010は、北アイルランドでは適用されない。北アイルランドでは、障害者平等法制が障害者の権利について低いレベルの保護しか提供しておらず、改革する必要がある。
障害者の権利を強化するはずのEA 2010のいくつかの条項は、まだ施行されていないか、廃止されており、CRPDの遵守を確保するために取り組むべき保護の問題は数多くある。
意識の向上（第8条）
社会保障給付を請求する障害者に対する否定的な態度を含めて、障害者に対する偏見と否定的態度は継続している。CRPDの要件を満たすために、意識を高め、否定的な態度と戦うためには、さらなる措置が必要である。
アクセシビリティ（第9条、第21条）
いくつかの改善にもかかわらず、障害者は適切な住宅、建築環境、公共交通機関、サービス、情報へのアクセスに困難を抱え続けている。英国がCRPD義務を完全に遵守するためには、さらなる措置が必要である。
自立生活と十分な生活水準および社会的保護（第19条、第20条、第26条、第28条）
障害者は、障害のない人々よりも貧困に陥っている者の割合が高く、社会保障制度の改革は、障害者の自立生活の権利と生活水準に、とくに極端かつ累積的な影響を与えている。
UKIMは、CRPD選択議定書第6条に基づく英国への調査に関する報告書の公表を歓迎する。我々は、英国政府に対し、調査への回答を再検討するよう要請した。この回答は政府が勧告に従わないことを示唆するものであった。
雇用（第27条）
障害のある人々は、障害のない人々よりも雇用の可能性が低いままである。英国全体の障害者の雇用格差を半減させる目標が設定されているが、進展はほとんどない。障害者が平等に働く権利を支援するためのあらゆる適切な措置を確実に講じるために、さらなる努力が必要である。
司法へのアクセス（第13条、第12条）
イングランドとウェールズの司法援助の変更は、家族法、住宅、雇用、借金、福祉給付にかかわる障害者の司法へのアクセスに悪影響を与えている。グレートブリテンでの労働裁判所への手数料の導入は、障害者差別の申し立て件数を大幅に減少させた。 CRPDを遵守するために、英国政府は、障害者が効果的に救済を求めるための具体的な措置を講じる必要がある。
教育（第24条、第7条）
英国はインクルーシブ教育に関する第24条の解釈宣言と留保を継続しており、さらにこの問題のわずかな退行を示唆する証拠がある。
障害のある生徒は、学校で障害のない生徒よりも達成度が悪く、排除される割合が非常に高く、学校から高等教育や雇用に移行する際の障壁に直面している。
インクルーシブ教育への新たな取り組みが必要であり、障害のある生徒が質の高い教育に平等にアクセスできるようにするための措置を講じるべきである。
健康と生命（第25条、第10条）
障害者は健康の不平等や重大な健康問題を経験する割合が高く、他の人よりも若くして死ぬ割合が高い。
精神保健サービスは資金不足となっている。精神的健康問題のある人々は、しばしば治療のための長い待ち時間を経験し、満たされていないニーズがある。学習障害または自閉症のある多くの人々が、精神病院に不適切にかつ長期間入れられている。
医療専門家が「蘇生させない」指示を障害者に不適切に適用した証拠がある。
障害者の生命の権利と到達可能な最高の健康水準への障壁に取り組むため、すべての適切な措置を講じなければならない。
搾取、暴力、虐待からの自由（第16条、第6条）
障害者憎悪（ヘイト）犯罪は一部しか報告されていない。
障害のある女性は家庭内暴力を経験する割合が異常に高く、適切な支援へのアクセスに障壁がある。英国はイスタンブール条約を批准していない。
障害のある生徒は学校でいじめを受けたと報告される割合が高い。
障害者に暴力や虐待がないようにするためには、さらなる行動が必要である。
自律性と完全性（インテグリティ）（拘束を含む）（第12条、第14条、第15条、第17条）
国の勾留施設や医療施設における障害者の物理的および薬物（投与による）拘束、そして居住・介護施設における高齢者や学習障害のある人々の虐待や放置の証拠を、懸念する。
国連拷問禁止委員会は、英国に、最後の手段の場合を除いて、精神的健康問題のある亡命希望者の勾留を禁じることを求めている。
英国の3つの管轄区域における意思能力法は、支援つき意思決定を提供しつつ、本人に代わって決定を下すことを認める代理意思決定モデルに基づいている。エセックス自治プロジェクトは、CRPD遵守のための法律改正の勧告を行った。　
同意（の意思表示が）できないとみなされているのに、入院や治療を受け入れ、病院または他の介護施設に入所している人々がいるが、この人々の自由の剥奪を防ぐ効果的な保護手段がない。
CRPDに従って障害者の自律と完全性を保護するために、適切な措置を講じなければならない。
政治および公的活動への参加（第29条）
障害者は依然として投票権の行使にあたって障壁に遭遇している。
障害者は、議員や公職に就く割合が低く、平等の参加への壁に直面し続けている。
障害者の政治的、公的な活動への障壁をなくす具体的な措置を講じるべきである。
統計とデータ収集（第31条）
障害統計の収集にはかなりの不備があり、分類されたデータの利用は限られている。CRPD要件に準拠した効果的な監視を確実にするために、これらの問題点に取り組まなければならない。
国内実施と監視（第33条）
英国独立機構（UKIM）の設立以来、UKIMがCRPDの下で責任を果たすための追加資金は割り当てられていない。英国政府は、UKIMがその機能を果たすために十分に予算を保証するべきである。
英国の障害者の権利：英国に対するCRPDの事前質問事項のための英国独立機構の報告
国内法におけるCRPDの地位の向上（第3条、第4条）
国内法と政策におけるCRPD
英国政府と移譲された政府はCRPDを国内法に直接組み入れていない
。代わりに、2010年平等法
、1998年人権法
、そして法律、政策、プログラムの混合
を通じて、CRPDの多くの権利が少なくとも部分的には影響を与えている。
英国政府は、遵守を保証するのにこのアプローチで十分であり
、「障害者に影響を及ぼす可能性のある政策は条約の義務に照らして考慮されている」
と述べている。しかし現時点では、新たな政策や法律を開発する際にCRPDを「適切に考慮する」ことを各大臣に明確に求めてはいない
 
。UKIMは、英国政府と移譲された政府が一貫してCRPDを適切に考慮しているとは考えておらず、現時点ではそうしていないことの責任をとらせる国内の仕組みはない
。
スコットランド第一大臣は、「主要な国際人権条約の実施とそのスコットランド法への組み込み」を探求することを歓迎した。しかし、今日まで具体的な取り組みはなされていない
。
社会サービスとウェルビーイング（福祉）（ウェールズ）法の行動規範は、UNCRPDを参照している
。しかしウェールズ政府は、国連子どもの権利条約と同様に法的位置にUNCRPDを置くことを検討はしていない
。
英国全体で、障害者が関連する法律や政策の策定と実施にどの程度まで関わっているかは不明である
。
CRPD委員会に推奨する質問：
1.英国政府と移譲された政府は、CRPDの権利を国内法に組み込むためのさらなる措置を講じますか？
2.英国政府と移譲された政府は、法と政策を策定する際に一貫してCRPDを考慮していることをどのように実証しますか？たとえば、2016年福祉改革と労働法など。
3. CRPDの権利が侵害されたと主張する人には、どのような国内救済策がありますか？
4.英国政府と移譲された政府が地方自治体レベルに責任を委任した場合（例えば社会ケア）、CRPDの遵守をどのように確保しますか？
5.英国政府と移譲された政府は、法律や政策の策定と実施において、障害のある成人や子どもをどのように関与させていますか？
人権法

英国政府は、人権法の代わりに権利章典を提案することを約束している
。スコットランド議会
とウェールズ政府
はこの提案に反対した。 UKIMは、人権法は英国のすべての人に重要な保護を提供しており、それを変更することは重大な憲法上および社会的な結果をもたらすと考えている。人権保護の進展は、広範かつ参加型の公的プロセスの一部としてのみ考えられるべきである。
CRPD委員会に推奨する質問：
6.英国権利章典の提案にかかわって、英国政府と移譲された政府は、CRPDの権利の保護が後退しない保証をどのように説明しますか？
EU離脱（ブレグジット）
欧州連合（EU）からの英国の計画的離脱は、障害者の権利保護への潜在的な危機をもたらしており、UKIMはEUによる現在の障害者の権利保護から後退してはならないと考える
。EU離脱は、将来、EUによる平等と人権保護は英国での法的拘束力を持たなくなる可能性を意味し、英国の裁判所でこれらに依拠することはできず
、基本的権利憲章はもはや国内法に影響を及ぼさない可能性がある
。
公共調達
と交通
は、障害者の権利を効果的に保護するために、国際標準化が特に有益な分野である。
CRPD委員会に推奨する質問：
7.英国政府は、EU離脱の結果、現在の障害者の権利保護が後退しないことをどのように保証しますか？
行動計画
障害者の権利のいくつかの側面に関する行動計画が策定されている
が、次のような懸念事項が残っている。
・英国政府の2013/14年の「可能性の達成」（Fulfilling Potential）戦略と行動計画の地理的範囲が不明であり
、更新計画はまだ発表されていない
。
・スコットランド政府の障害（者サービス）提供計画の策定では、CRPD要件を満たしていない分野や改善が必要な分野についての分析が含まれていないようである
。
・ウェールズ政府の自立生活行動枠組み
が障害者の権利を向上させるためには、実施をさらに重視する必要がある。
・北アイルランドの長官が述べた、障害者を代表する組織を障害者戦略に関与させるための監督団体を設立するという約束は実現しておらず、現在の戦略期間はまもなく終了する
。
・英国政府と移譲された政府は、2016年の子どもの権利委員会と経済的・社会的・文化的権利委員会の総括所見の障害者関連事項を、どのように実施するかまだ明確にしていない
 
 
。
CRPD委員会に推奨する質問：
8.英国政府と移譲された政府は、どのように、
・関連する全政策分野で、そして英国全土で、CRPDの体系的実施を確保しますか。
・障害者の権利に関して、経済的・社会的・文化的権利委員会および子どもの権利委員会の2016年の総括所見を実施する予定ですか？
平等と非差別（第5条）
平等法の不備
グレートブリテンの障害者の平等に関する法制は平等法2010の実施によって調和がとれ強化された
。1995年の障害者差別禁止法はまだ北アイルランドで適用されていて、北アイルランドの障害者の保護レベルはグレートブリテンよりも低い
。
しかし、2010年平等法の中で、障害者の保護を強化するはずのいくつかの条項はまだ施行されていないか、廃止されており
、権利保護にはいくつかの課題がある
。
CRPD委員会に推奨する質問：
9.北アイルランドの長官は、障害者への差別に対する法的保護を効果的に保障するため、障害者平等法の北アイルランドとグレートブリテン間の格差を含む、保護の立法上の課題に、どのように取り組みますか？
10.英国政府と（関連条項に関して）スコットランド政府は、いつ平等法2010のすべての条項を発効させ、廃止された条項を復活させますか？
11.英国政府はどのようにして差別からの保護の立法格差に対処する予定ですか？
意識の向上（第8条）
偏見と否定的態度
障害者に対する偏見や否定的な態度を減らすための公約やいくつかの措置が英国中にある
一方で、社会保障給付を申請する障害者に対する否定的な態度や、障害者の人としての価値や生命の質に関する否定的な観念を含め、このような態度が執拗に持続していることが明らかである
。
CRPD委員会に推奨する質問：
12.英国政府と移譲された政府はどのようにして：
・社会保障給付を申請する人を含む障害者に対する偏見や否定的態度に対処しますか？
・障害者や社会全体のCRPDの理解を確実にしますか？
アクセシビリティ（第9条、第21条）
全体的な枠組み
アクセシビリティに関するCRPDの一般的意見で要求されるような、包括的な英国全体のアクセシビリティ計画は現在存在しない
 
。
EU離脱は、提案された欧州アクセシビリティ法が英国法には適用されないことを意味するかもしれない
。
CRPD委員会に推奨する質問：
13.英国政府と移譲された政府は、一般的意見第2号、特に33項の要求に沿って第9条をどのように実施するつもりですか？

14.英国政府は、欧州アクセシビリティ法で提案されているように、製品とサービスにはアクセシビリティに関する第9条に合致するアクセシビリティ基準があることを、どのように確保しますか？
住宅、建築環境と計画
グレートブリテンには30万人の障害者が入居待ちリストに登録されており、多くの障害者が引き続きアクセス不能かつ不適切な住居に住んでいると推定されている
。障害者はまた、レクリエーション・スポーツ施設を含む建築環境へのアクセスの困難に直面している
 
。
CRPD委員会に推奨する質問：
15.英国政府と移譲された政府はどのような措置をとっていますか：
・アクセシブルな住宅の建設目標を設定するなど、障害者のためのアクセシブルで適切な住宅の不足に対処するために。
・計画の枠組みが、アクセシブルで、障害者が自立して暮らすことを可能にする建築環境を促進するために。
交通
いくつかの進歩
はあるが、交通にアクセスする障害者への障壁は続いている
。
・鉄道旅行：駅のアクセシビリティのための法的政策的枠組みがあり、グレートブリテンに適用される
。しかし、英国政府の鉄道車両に対する公約とは異なり、鉄道駅に完全にアクセスできるようにする目標期日は存在しない
。
・バスとコーチ：バスのアクセシビリティは向上している
が、バス路線
や障害者理解
には懸念が残っている。 UKIMは車椅子利用者のバスの車椅子スペースの優先利用権を強化する最近の判決を歓迎する
。
・タクシー
：タクシーまたは民間ハイヤーの一部をアクセシブルにする国の要件はない
。
CRPD委員会に推奨する質問：
16.英国政府と移譲された政府はどのようにして：
・公共交通機関で障害者が経験している障壁に対処していますか？
・すべての公共交通機関の職員が、障害のある乗客を支援するための技術と知識を備えていることを保証しますか？
国会質問では、列車やバスで感覚障害のある人々が利用できるリアルタイム情報が不足しているとの懸念が表明された
。バスサービス法案に対する最近の改正は歓迎されているが、アクセシブルな情報の提供を直接要求するものではない
。
CRPD委員会に推奨する質問：
17.すべての新しいバスと列車がアクセシブルなリアルタイムの旅行情報を提供することを、英国政府と移譲された政府はどのように保証しますか？
情報・通信
障害のある人々は依然として情報アクセスの障壁を経験し
、インターネットを一度も使用したことがない割合が高い
。インターネットを利用している人は、デジタルアクセシビリティに関する問題に直面しており
、政府の一部のウェブサイトにはアクセスできないと感じている
。
CRPD委員会に推奨する質問：
18.英国政府と移譲された政府は、どのような措置を取りましたか：
・公共機関のすべてのコミュニケーション（オンライン形式を含む）に障害者がアクセスできるようにするために。
・障害者にとってのインターネットアクセスの障壁を取り除くために。
ろう者および盲ろう者のコミュニティ
では、質の高い英国手話（BSL）と英語の間の通訳者の不在とBSLへの情報の翻訳の誤りのために、サービスにアクセスできないという懸念がある。手話コースの不足にも懸念がある
。　
CRPD委員会に推奨する質問：
19.英国政府と移譲された政府は、家庭内や教育・保健・社会的ケア提供者との間で、ろう者、盲ろう者と聞こえる人との間の効果的なコミュニケーションを、どのように支援していますか？
保険
少なくとも50万人の障害者が保険を断られており、障害者にとって手頃な料金の保険が不足している
。保険者は、関係する保険数理上のデータに合理的に基づいている場合、平等法2010の障害条項が免除される
 
。
CRPD委員会に推奨する質問：
20.英国政府は、障害者が手頃な料金の保険にアクセスできるようどのように改善する予定ですか？
自立生活、十分な生活水準および社会的保護（第19条、第20条、第26条、第28条）
UKIMは、CRPD委員会の英国調査報告書
とそれへの英国政府の返事
の後の、2016年12月の英国政府への手紙
で、また、平等と人権委員会の2016年の社会経済的権利に関する報告書
で、懸念を繰り返し表明してきた。
貧困と物的剥奪
障害のある人は障害のない人よりも、貧困で生活する割合が高く
、物的剥奪に直面している割合が高い
 
。少なくとも1人の障害者を含む家庭に住む410万人が、絶対的低所得で暮らしている
。
CRPD委員会に推奨する質問：
21.英国政府と移譲された政府は次のことができますか。
・障害者のより大きな貧困レベルに対処するための措置を設定する。
・貧困対策の中で、障害のある成人や子どもの権利をどのように優先課題とするかを説明する。
社会保障改革の影響
2010年以降、連続して英国の各政府
は社会保障制度を改革した
 
。これらの改革
は、障害者、女性および子供
に特に大きくかつ累積的な影響をもたらし、障害者の自立生活と適切な生活水準の権利の後退をもたらした。英国政府は、個々の政策の影響の平等性を評価した
が、すべての変化の累積的な影響は評価していない
。ある研究によれば、英国政府の税制および福祉改革2010-15の累積的な影響は、障害者（特に障害児
）が１人以上いる家庭にとってより否定的であり、累積影響評価は実行可能で実用的であることが示された
。
CRPD委員会に推奨する質問：
22.英国政府は、社会保障を受けている障害者（および障害児のある家族）が、自身とその家族が十分な生活水準を確保できるよう、どのように保証していますか？
23.英国政府はどのようにして：
・障害者に対する福祉改革の影響を監視しましたか？
・後退的対策が、一時的で、必要で、均衡のとれたもので、非差別的で、中核的な最低レベルの権利保護を切り捨てていないことを立証して、正当化し得てきましたか？
・中長期的に障害者への悪影響を緩和してきましたか？
24.英国政府は、障害者に対する税制および社会保障上の変更の累積的影響を評価する予定がありますか？
自立生活基金
英国自立生活基金（ILF）
は2015年6月30日に廃止され
、ILF利用者への継続的な支援はイングランドの地方自治体（LA）および移譲された政府に移管された
。
イングランドでは、地方自治体への資金移転は使途限定化されておらず
、地方自治体がどのように自立生活を支援しているか監視する仕組みがない。ILFの廃止により、支援のための郵便番号くじがつくられたが、地方自治体がその資金を、自立生活の費用を賄うために使用しない可能性があるため、一部の障害者を居住施設介護に追い込む懸念がある
 
。
北アイルランドではILFはスコットランドILFによって管理されている
が、既存ユーザーに限定されており、将来の対策の明示はなく、事実上の廃止につながっている
。
CRPD委員会に推奨する質問：
25.英国政府が自立生活基金の責任をイングランドの地方自治体に委任したところでは、どのようにして第19条の確実な遵守を保証していますか？
26.北アイルランドの長官は、以前には受給資格があった人が、自立生活基金の新規申請拒否によって保健サービスを受けられないことがないよう、どのように保証していますか？
成人社会ケアと支援
英国全体では、社会ケアへの需要は増加しているが、資金が減少し、支援を提供することが困難になっている
。グレートブリテンの地方自治体
と北アイルランドの保健・社会ケア信託
は、社会的ケアの費用の全部または一部を人々に請求することができ、国家資金による社会ケアの受給資格対象となるために必要とされるニーズの重さについて、長年の懸念がある
。
CRPD委員会に推奨する質問：
27.英国政府と移譲された政府は、地方自治体に対する中央政府の全体的な資金補助の引き続く減少が、第19条に基づく障害者の自立生活の権利の享受を後退させないことをどのように保証しますか？
介護者への支援
障害のある人々の家族は、しばしばかなりのケアを提供している。その介護者は、勘定の支払い、教育や雇用に携わること、健康の維持などの点で困難を経験している可能性がある
。
CRPD委員会に推奨する質問：
28.英国政府と移譲された政府は、レスパイトケアを含む適切な支援を保証するために、次の人々に対してどのような措置をとりましたか？
・障害のある親
・障害のある介護者
・障害のある子どもの親
・障害者の介護者
・若い、兄弟姉妹や仲間の介護者。
労働能力評価
労働・年金省（DWP）は、請負者に委託して労働能力評価（WCAs）を実施している
。見直しによる変更にもかわらず、次の懸念事項がある。
・深刻な健康状態や障害のある申請者が「就労可」と認定されている。判定への控訴の成功率は比較的高いが、審査、再審査、そして不十分な決定が申請者の身体的及び精神的健康にもたらす悪影響が懸念される
 
 
。
・WCAsは自殺や精神的健康の悪化のケースに関連している
。英国政府は因果関係はないと述べている
が、さらに独立した評価が必要である。
最近の提案文書で英国政府は改革の必要性を認識している
。UKIMの分析では、CRPDの遵守のために、あらゆる改革は上記の懸案事項に対処する必要がある。
CRPD委員会に推奨する質問：
29.英国政府は、労働能力評価を含む雇用・支援手当を提供するためのプロセスがCRPDに準拠しており、請負者がCRPDの要件に基づいてそれを進めていることを、どのように保証しますか？
雇用（第27条）
雇用格差
英国の障害者は依然として障害のない人々よりも雇用されている割合が低い
。
英国政府は障害者の雇用格差を半分にするという目標を設定している
が、2010年以降進展が限られている
 
。
UKIMは英国政府の多くの取り組み
を歓迎しているが、問題は残っている。　
・「労働へのアクセス」事業
の有益さにもかかわらず、雇用主の間では理解が低い。この事業は身体障害者に焦点を当てていることが懸念される
。提供される支援に上限があり、特に聴力障害のある人に影響を与える
。
・2014年に発表された研究では、障害者に肯定的であることを示す「2つのチェック」マーク
を掲げている会社と掲げていない会社との間で、障害のある従業員への支援と姿勢に関して差がないことが示された。労働・年金省（DWP）は、新しい「障害者信頼」（Disability Confident）自己評価認定スキームをより有効なものにする必要があることを認めた
。
・現在、「就労プログラム」(Work Programme) 
と「仕事の選択」（Work Choice）
 
によって提供されている支援を、非専門家の主要な請負業者が提供する1つのプログラムに統合することにより、障害者が利用できる支援の質と有効性が低下する懸念がある
。
・2016年11月、英国政府は、政策文書
で次の改革案を発表した。健康状態と障害のある人々の支援を改善する。雇用主の役割を探る。障害者の雇用格差を縮小する。保健と雇用の横断的統合を促進する。この協議のための広範な提案セットは、第27条の遵守を改善するための重要な機会である。
北アイルランドでは、「インクルーシブ雇用を通じて平等を」戦略と行動計画
は、適切に予算をつけて実行されねばならないと、関係者が懸念を表明している
。
スコットランドでは、スコットランド政府によって障害者の雇用支援プログラムが、2017年4月1日から提供される
。
CRPD委員会に推奨する質問：
30.英国政府は、障害者の雇用格差を半減させる自らの約束を達成するためにどのような措置を講じますか。いつまでにこの約束を達成する予定ですか？長期的および退行的な状態を含むあらゆる種類の機能障害にどのように対応しますか？
31.英国政府は、「労働へのアクセス」事業への変更が、CRPD第27条に沿ったものであることを、どのように保証しますか？
32.英国政府と移譲された政府は、新しい雇用支援プログラム、そして「生活改善」政策文書による変化が、障害者が効果的に仕事に就き、維持するのを助けることをどう保証しますか？
雇用への障壁
障害のある人々は、次のような仕事の獲得と維持に関する障壁に直面している。
・（仕事への）採用と維持を支援するために雇用主に合理的配慮を行わせる際の困難
 

・採用における差別

・見習い期間を確保する際の障壁

・交通機関や職場へのアクセスの困難、否定的態度、職場でのいじめや嫌がらせ
。
CRPD委員会に推奨する質問：
33.複雑な障害のある人を含む障害者の仕事を確保し、維持する上での障壁を取り除くために、英国政府と移譲された政府はどのような追加措置を講じますか？
給与格差
平均して障害のある人には、障害のない人よりも低い給与が支払われている。障害者の平均給与は（2015/16価格で）、2010/11年から2015/16年の間に、グレートブリテン全体でも、イングランドとウェールズで個別にも、減少した
。　
英国政府は毎年、性別給与格差の大きさを報告しており、2017年4月からは性別給与格差報告制度を導入したが、障害者の給与格差については同様の措置をとっていない。
CRPD委員会に推奨する質問：
34.英国政府と移譲された政府は、障害者と非障害者の労働者の給与格差を埋めるためにどのような措置をとりましたか？
35.英国政府と移譲された政府は、障害者の給与格差の程度を監視し、給与格差報告制度を拡充するために、どのような計画を立てていますか？
司法へのアクセス（第13条、第12条）
司法援助
イングランドおよびウェールズでは、2012年犯罪者の司法援助、判決及び処罰法（LASPO）に基づく変更の結果として、大部分の私的家族、住宅、債務、福祉給付、雇用および臨床過失事件について、市民の司法援助
はもはや利用できない
 
。「新規開始」のための法的助成金の件数は大幅に減少した
。LASPOは、提供者に支払われる手数料の削減を含む他の変更とともに導入された。この変更が障害者の司法へのアクセス権に悪影響を及ぼしていることを示す証拠がある
。
CRPD委員会に推奨する質問：
36.イングランドとウェールズに関して、英国政府は、障害者の司法へのアクセスにLASPOがもたらした改革の影響をどのように監視しているかを説明することができますか？悪影響が特定された場合、どのように緩和されますか？
助言へのアクセス
イングランドとウェールズでは、変更
によって一部の地域でいわゆる「アドバイス砂漠」が残っている
。
CRPD委員会に推奨する質問：
37.イングランドとウェールズに関して、英国政府は、非政府組織からの法的助言の利用可能性に対する、予算削減や最近の司法援助改革の影響を、どのように見直しますか、またどのように「アドバイス砂漠」の問題に取り組みますか？
裁判所と労働裁判所の利用料
グレートブリテンで労働裁判所
の利用料が導入された後、障害者差別の申し立てを含む申請件数は大幅に減少した
。入手できた証拠によると、裁判のための費用が、人々の申請を止めることが強く示唆される
 
。　
英国政府は、障害者
は低所得層に入る可能性が高いので、部分的または完全な手数料免除の対象となり得ると主張した
。しかし、減免制度の複雑さはまた、障壁となり得る
。
CRPD委員会に推奨する質問：
38.労働裁判所利用料の実施後の見直しの後、英国政府は障害者に対するとくに大きな影響が見られた場合、どのような取り組みや軽減措置を行いますか？
CRPDと合理的配慮への理解
司法への平等なアクセスを確保するための、UNCRPDや合理的配慮の形態に関する、司法関係者への義務的な訓練はなされていないように見える。
北アイルランド控訴裁判所は、北アイルランド労働裁判所が、障害者のニーズに対応するために必要とされた可能性のある手続への配慮をしなかったことを発見した
。
CRPD委員会に推奨する質問：
39.英国政府と（関連する場合）移譲された政府は、司法への平等なアクセスを確保するために、司法機関のメンバーがUNCRPDと合理的配慮についての訓練を受けることをどの程度求められているか、述べることができますか？
40.北アイルランドの長官は、北アイルランドの裁判所が、障害者が司法に平等にアクセスできるようにするための指針を理解し、遵守するためにどのような努力を行っていますか？
学校における障害者差別
英国の教育裁判所
は、障害理由の差別や嫌がらせに対して財政的補償を裁定することはできないが、民事裁判所で扱われる学校教育における他の差別については、財政的補償を裁定することができる
。
CRPD委員会に推奨する質問：
41.英国政府は、補償や差し止め救済へのアクセスに関して、学校での差別や嫌がらせの救済を求める障害児に対する平等な扱いを確保するために、どのような措置をとりましたか？
教育（第24条、第7条）
インクルーシブ教育
英国政府は最近インクルーシブ教育への約束を表明している
が、第24条の解釈宣言と留保を維持しており
、初回報告書
は分離された特別学校の固定的かつ恒久的な役割を認めることを示唆している
。
2014年の調査
では、英国の通常学校への障害のある子どものインクルージョンに向けて、30年間の傾向は多少の逆行となっている。
CRPD委員会に推奨する質問：
42.一般的意見第4号に照らして、英国政府と移譲された政府は、インクルーシブ教育に関する立場を確認し、インクルーシブ教育の進展に関する情報を提供し、どのようにすべてのレベルの教育制度がインクルーシブであることを保証するかについて、説明することができますか？
保育および就学前サービス
北アイルランドでは、特別学校での児童の保育と就学前サービスは、1日当たり4.5時間だったものが2016年9月から2.5時間に短縮される予定とされた
。懸念
が表明されたため、この短縮は見直しの間保留されている
。
CRPD委員会に推奨する質問：
43.北アイルランドの長官は、北アイルランドの障害児の保育および就学前サービスの削減提案の見直しに関する最新情報を提供できますか？
学校からの除外
グレートブリテン全体で、指針
はあるものの、他の子どもよりも特別教育ニーズ（SEN）/追加支援ニーズ（ASN）のある生徒の方が、学校からの恒久的または一時的な除外を受ける率が高く
、その子どもたちの将来の見通しを損ねている
。
UKIMは、学校からの除外に関して、特定の障害児が平等法2010によって保護されていないことを確認した、最近の判例法に懸念を抱いている
 
。　
CRPD委員会に推奨する質問：
44.英国政府と移譲された政府は、障害のある生徒の除外を確認し、減らすためにとられた措置についての情報を提供し、進捗状況を監視する方法を説明することができますか？
学校からの移行
英国では、障害のある青少年は学校から高等教育や雇用への移行に際して大きな障壁に直面しており、16〜18歳の障害者は「教育、雇用または訓練のいずれにも参加していない（NEETニート）」可能性が高いことを示す事実がある
。
CRPD委員会に推奨する質問：
45.英国政府と移譲された政府は、障害のある青少年の、学校から高等教育や雇用への移行過程を改善するために、どのような措置がとられたのかを説明することができますか？
障害学生手当
英国政府は、英国の障害学生に提供される障害学生手当（DSA）の支援を減らすことを確認した
。 2016/17年以降、高等教育機関は合理的配慮の費用の大部分を負担する
 
。低所得世帯の障害者は、特に大きく影響される可能性がある
。
CRPD委員会に推奨する質問：
46.英国政府は、英国の障害学生への障害学生手当の変更、特に低所得世帯の障害のある青少年への影響をどのように最小限に抑えていますか？
学習のための追加支援
スコットランドでは、地方自治体から提供される追加的学習支援（ASL）
のレベルについて子どもが申し立てをしたい場合には、まず能力・福祉評価を通過する必要がある
。その結果は、子どもが申し立てできるか否かを決定し、将来の能力の推定に影響を及ぼす。これはスコットランド法の12歳からの法的能力の推定とは対照的である
。地方自治体は通常、両方の評価を行い、利益相反を生じさせている。
CRPD委員会に推奨する質問：
47.スコットランド政府は、
・12歳からの法的能力の推定を、学習のための追加支援に関して変えたのはなぜか、説明できますか。
・障害のある子どもが、CRPD第12条の規定に従って法的能力を発揮するために、どのような支援が提供されているか、説明できますか。　
教育の達成度
英国全体で、特別教育ニーズ（SEN）/追加支援ニーズ（ASN）のある子どもは、SEN/ASNのない子どもよりも、キーステージ4または学校修了時に良い成績を達成する子どもが少ない
。
CRPD委員会に推奨する質問：
48.障害のある生徒の教育到達度の格差を縮小するために、英国政府と移譲された政府はどのような措置をとりましたか？
健康と生命（第25条、第10条）
健康の不平等
障害のある人、特に学習障害のある人は、健康の不平等
や重大な健康問題を経験する割合が高く、他の人よりも若く死ぬ割合が高い
。学習障害のある人々は、緩和ケアに最もアクセスしにくいグループの1つである
。
CRPD委員会に推奨する質問：
49.英国政府および移譲された政府は、障害者、特に学習障害および精神的健康状態の人々の、平均余命および終末期ケアにおける不平等を含む、健康格差にどのように取り組んでいますか？
精神保健サービスへのアクセス、その質および成果
英国全体で、精神保健サービスは財政不足
で、精神保健問題を抱える人々はしばしば治療を待つ時間が長くなっている
。サービスにアクセスできても、さまざまなニーズが満たされていない
。子どもの権利委員会は一連の関連勧告を行った
。
CRPD委員会に推奨する質問：
50.英国政府と移譲された政府はどのようにして：
・人々が達成可能な最も高い精神保健水準に達するのを可能にするため、十分に資金を供給し、適切な精神保健サービスを確保していますか。
・精神保健データとサービスに関する子どもの権利委員会の2016年総括所見（61項）に応えていますか？
北アイルランドは2012年以来、英国で最も高い自殺率を示している
。2004〜2013年に自殺数と割合が増加し、早期介入サービスの問題点を示す証拠がある
。自殺予防戦略案は、早期介入の必要性を強調し、北アイルランドの紛争が精神保健に及ぼす影響を認めている
。
CRPD委員会に推奨する質問：
51.北アイルランドの長官は、北アイルランド、とくに紛争の影響を受ける人々の、高い自殺率にどのように対処し、どのように精神疾患を減らそうと取り組んできましたか？
学習障害や自閉症のある子どもや成人の不適切または長期的な入院
学習障害または自閉症のある多くの人々は、精神病院に不適切に措置され、他の精神病患者よりも長期入院する可能性が高い
。その要因は、地域社会での予算、住宅、または適切なケア提供者の不足であり、これらは複雑なニーズを持つ人々の場合にはより不足している
 
。
CRPD委員会に推奨する質問：
52.英国政府と移譲された政府は、地域サービスの不足によって精神病院、診断・治療病棟、または一般急性病棟に入院せざるを得ない、学習障害や自閉症の人々にとって十分な地域社会でのサービスが確保されるようどのように保証していますか？ 
「蘇生させない」指示の不適切な使用
英国では、障害者や介護者に相談せずに否定的に主観的な「生命の質」判断をした医療従事者によって、「蘇生させない」指示
が不適切に障害者に適用されているという証拠がある
 
。
CRPD委員会に推奨する質問：
53.英国政府と移譲された政府は、CRPDの権利に違反して、「蘇生させない」指示が障害者に不適切に適用されないことをどのようにして保証しますか？
搾取、暴力、虐待からの自由（第16条、第6条）
障害を標的とする憎悪（ヘイト）犯罪、敵意、嫌がらせ
いくつかの積極的な取り組み
にもかかわらず、障害を標的とする憎悪（ヘイト）犯罪は依然として残っており、英国全体で一部しか報告されていない
。
CRPD委員会に推奨する質問：
54.英国政府と移譲された政府は、障害を標的とする憎悪（ヘイト）犯罪や嫌がらせの過少報告に対処し、障害関連の憎悪（ヘイト）犯罪のすべての訴追を確実にするために、どのような措置をとっていますか？
学校でのいじめ

対策
にもかかわらず、2015年調査で障害のない子どもと青少年の40％がいじめを受けたと報告され、これに対して身体障害では58％、学習障害では62％、自閉症/アスペルガーでは67％となっている
。どの政府部門も定期的なデータを収集していない
。
CRPD委員会に推奨する質問：
55.英国政府と移譲された政府は、障害のある生徒に対するいじめの程度、それに取り組むための措置、および進捗状況の監視方法についての証拠を提供することができますか？
障害のある女性に対する暴力
障害のある女性は、介護者/パートナー/地域社会からのあらゆる形態の暴力や虐待を特に高いレベルで経験しており、適切な支援へのアクセスに際しても特別な障壁が生じている
 
。不十分な資金調達が大きな障壁である
。
国の指針に書かれているように、学習障害のある女性の強制結婚に懸念がある
。
英国政府は、イスタンブール条約
を批准するために必要な法律、政策および慣行の変更
を行うべきであり、これは女性に対する暴力に取り組むための重要な一歩となる。
CRPD委員会に推奨する質問：
56. CRPD第6条に関する一般的意見第3号および2016年経済的・社会的・文化的権利委員会(CESCR)の総括所見（46項）を参照しつつ、英国政府と移譲された政府は、次の点についてどのような評価をしてきましたか？
・あらゆる形態の家庭内および性的暴力に対する取り組みが、障害のある女性を効果的に支援する点
・強制結婚に対する取り組みが、学習障害のある若い女性を効果的に支援する点。
57.英国政府は、いつイスタンブール条約を批准する予定で、批准を可能にするために必要な法律、政策、慣行をいつ変更する予定ですか？
自律性と完全性（インテグリティ）（拘束を含む）（第12条、第14条、第15条、第17条）
拘束の使用
英国全体で、勾留、医療、および一部の教育環境における物理的および/または薬物（投与による）拘束の使用
に懸念がある
。
CRPD委員会に推奨する質問：
58.英国政府と移譲された政府は、障害に関連する理由による物理的および薬物（投与による）拘束の使用の程度に関する証拠を、次の場所について、提供することができますか？
・刑務所
・青少年司法制度
・医療およびケアの施設
・教育施設
59. 英国政府と移譲された政府は、これらすべての施設で障害に関連する理由での拘束の使用を根絶するために、どのような措置を取っていますか？　
居住ケア施設における虐待
居住ケア施設、とくに高齢障害者や学習障害のある人などの施設で、虐待やネグレクトの証拠がある
。
CRPD委員会に推奨する質問：
60. 英国政府と移譲された政府は、ケア施設での障害者の虐待の証拠に対応して、どのような行動をとっていますか？
移民の勾留
国連拷問禁止委員会は、英国に対して、精神保健問題のある亡命希望者の拘禁を、最後の手段の場合を除いて、禁じた
。移民収容施設は深刻な精神疾患を抱える被収容者にとって十分に装備されていないという指摘がある
。 UKIMは、精神的能力が不足している拘留者に対して、勾留に異議を唱える法的権利を主張するための独立した支援が確実に与えられるための、内務省の政策または手続きが欠けていることを、懸念している
。
独立レビュー
では、「外傷後ストレス障害の診断を受けている人・・・そして・・・学習障害者は、[移民]勾留には不適切と見なされるべきである。」と勧告した
。英国政府の2016年1月の回答は、障害者の勾留を終了させる意図を示していない
。新しい指針と政策
では、いくつかの障害
では勾留が害を及ぼす可能性があることを、認識している。しかし、勾留不適の推定が適用される程度は、各個人のリスクの評価に基づいている。勾留が「重大な危害につながる危険性がある」という証拠
がない障害者は、新しい政策の下で不適切に勾留される可能性があるという懸念がある
 
。
CRPD委員会に推奨する質問：
61.英国政府は、精神的能力が不足している人々を勾留している場合、移民勾留に異議を唱える法的権利を主張するために必要な独立した支援を提供するよう、どのような措置をとっていますか？
62.英国政府は、移民の勾留を最後の手段としてのみ使用し、脆弱な人を勾留しない約束を、確認することはできますか？
支援つき/代理による意思決定の枠組み
英国全体の法律は、引き続き代替的な意思決定を規定している
。北アイルランドでは、無能力と特定された障害とを区別する、精神的能力と義務的治療のための単一の法的枠組みが導入されている
。それが一般的意見第1号
の遵守をどの程度保証するのかは不明であり、まだ施行されていない。
エセックス自治プロジェクトは、CRPDの遵守を達成するために3つの管轄区域
の法律を改正するよう勧告している
。
CRPD委員会に推奨する質問：
63.英国政府と移譲された政府は、能力/無能力法が第12条と一般的意見第1号を考慮したものであることをどう保証しますか？
64.英国政府と移譲された政府は、障害者が必要な場合、法的能力を行使するための支援にアクセスできるよう、どのように保証してきましたか？
自由の剥奪
同意する能力がないとみなされているが、入院や治療には従っている、病院やその他の介護施設の人々が、自由を奪われないようにするための効果的な保護手段がない
 
。
CRPD委員会に推奨する質問：
65. 英国政府と移譲された政府は、自由の剥奪に対する効果的な法的保護手段を提供し、その保護手段が支援付き意思決定の原則に基づくものとするために、何をしてきましたか？
政治および公的活動への参加（第29条）
投票
障害者の投票に対する障壁は、2010年の総選挙の後で強調された
。いくつかの進展があった
が、障害のある人々は依然として障壁に直面している
。
CRPD委員会に推奨する質問：
66.英国政府は、移譲された政府と英国政府の次の選挙で、障害者が登録と投票に完全にアクセスできることを、どのように保証しますか？
選出された代表者
入手可能な証拠によれば、障害者は英国全体で政治分野で選ばれる割合が過少であり
、またこの面でのデータ収集には改善が必要である
。
選挙に立候補する障害者にとっての大きな障壁は、彼らが被る障害関連の追加的費用である
。「公選職へのアクセス」基金
の評価とその将来に関する発表は、2016年初めに予定されていた。基金再開の要請があったが、これ以上の発表はなかった
。
CRPD委員会に推奨する質問：
67.英国政府と移譲された政府は、障害者が地方や国レベルで政治活動に参加することをどのように支援していますか？
公的な指名
英国で、障害のある人々の公共の委員会への登場がますます過少になっている
。
CRPD委員会に推奨する質問：
68.英国政府と移譲された政府は、公的機関の委員会への障害者の登場を増やすためになされた措置、そして進捗状況の監視がどうなされているかについて、情報を提供できますか？
統計とデータ収集（第31条）
データ格差と分類されたデータの不足
障害者統計の収集が改善されたにもかかわらず、英国内に大きなデータ格差があり
、分類されたデータの利用が限られている
。機能障害タイプ
によって分類された障害統計は少なく、CRPD遵守状況の効果的な監視を妨げている
 
 
。
初回締約国報告書は、この条項に基づく政府の措置や、CRPDに従って障害平等指標がさらにどう発展するかについては説明していない。
CRPD委員会に推奨する質問：
69.英国政府と移譲された政府は：
・第31条の要件を満たすために英国のすべての国で収集された、統計および研究データに関する情報を提供できますか？
・CRPDと持続可能な開発目標（SDGs）に基づいて、どのように障害平等指標が策定されているかを説明してください。
・機能障害の種類別やその他の平等属性での分類を含め、障害統計の収集における問題点を特定し、解決するために、どのような措置がとられたかを説明して下さい。
国内実施と監視（第33条）
独立した機構
指定以来、UKIMのメンバーのいずれも、独立した機構としての追加的任務を実行するための追加資金を与えられていない
。例えば、専用の資金が不足しているため、障害者やその組織がUKIMに効果的に関与することが妨げられている。
CRPD委員会に推奨する質問：
70. CRPD委員会の独立機構に関する指針に照らして、英国政府は、CRPDを監視し促進する機能を果たし、障害者とその組織を効果的に関与させるために、英国独立機構にどの程度まで資金を供給していますか？
附属書：勧告
国内法におけるCRPDの地位の向上（第3条、第4条）
国内法と政策におけるCRPD
1.英国政府と移譲された政府は、CRPDを国内法に組み込むべきである。これには以下を含める必要がある。
・CRPDに基づく権利が侵害されていると主張する障害者の国内救済手段へのアクセス
・CRPDへの遵守を確実にするための政策と法律の精査のための国内機構
・意思決定者の行動や怠慢がCRPDに違反していることが明らかになったときに、その者に責任をとらせるための強力な国内機構。
2.英国政府と移譲された政府は、法律や政策の策定と実施において、子供を含む障害者の積極的で継続的な関与のための効果的な仕組みが確保されるようにすべきである。
1998年人権法
3.英国権利章典の提案に照らして、英国政府と移譲された政府は、すべてのCRPDの権利を含む人権の保護に後退がないことを確保すべきである。
EU離脱
4.英国政府は、EU離脱の結果として障害者の権利の保護に後退がないことを確保すべきである。
行動計画
5.英国政府と移譲された政府は、包括的な行動計画に基づいて、すべての政策および地理的領域にわたるCRPDの体系的実施を確実にすべきである。実施計画には、他の国連機関（例えば、国連子どもの権利委員会および国連経済的・社会的・文化的権利委員会）などの障害者の権利に関連するすべての勧告が含まれなければならない。
平等と非差別（第5条）
平等法の不備
6.英国政府と（関連する場合）スコットランド政府は、2010年平等法のすべての条項を元に戻し、未施行の優れた条項を施行し、権利保護の格差に対処する新しい措置を導入すべきである。
7.北アイルランドの長官は、差別に対する効果的な法的保護を障害者に保障するため、北アイルランドとグレートブリテンの間に存在する障害者平等法格差を含め、権利保護の法的格差に取り組むべきである。　
意識の向上（第8条）
偏見と否定的態度
8.英国政府と移譲された政府は：
・精神的健康に課題のある人や社会保障給付を受ける人を含む障害者に対する偏見や否定的態度に取り組むべきである。これには肯定的理解を高めるキャンペーンも含まれる。
・政府によるコミュニケーションが、特に社会保障給付を要求する障害者の権利に関する有害な見解をあおることがないようにするべきである。
・障害者や社会全体がCRPDを理解できるようにするべきである。
アクセシビリティ（第9条、第21条）
全体的な枠組み
9.英国政府と移譲された政府は、CRPDの一般的意見第2号に完全に合致させつつ、障害者のアクセシビリティへの障壁を特定し、具体的な期限を定めた時間枠を伴い、障壁を取り除き行動計画と戦略を実施するための人的物的資源を提供する、行動計画と戦略を採用すべきである。
10. EU離脱計画に照らして、英国政府は、第9条に基づき、EUモデルを用いて商品やサービスの標準を設定する、 (EUと)並行したアクセシビリティに関する法律を通過させるべきである。
住宅、建築環境と計画
11.英国政府と移譲された政府は、新築住宅を漸進的に障害者にアクセスしやすいものとするために、国の目標を導入すべきである。
12.英国政府と移譲された政府は、必要に応じて計画を見直し、改訂して、建築環境がアクセシブルとなり、障害者が自立して生活できるようにすべきである。
交通
13.英国政府は、駅へのアクセスだけでなく、旅へのアクセスに焦点を当て、鉄道網のすべての駅をアクセシブルにする目標期日を設定する必要がある。
14.英国政府は、計画プロセスへのアクセシビリテイの構築を含め、すべての交通および交通インフラに障害者がアクセスできるようにすべきである。
15.英国政府と移譲された政府は、すべての公共交通事業者の職員が、障害のある乗客を支援する技術と知識を備えていることを保証すべきである。
16.英国政府と移譲された政府は、すべての新しいバスや列車がアクセシブルなリアルタイムの交通情報を提供することを保証すべきである。
情報・通信
17.英国政府と移譲された政府は、公的機関または契約された事業者のすべての通信（オンラインによるものを含む）が障害のある人々にアクセス可能であることを保証すべきである。
18.英国政府と移譲された政府は、障害者がインターネットにアクセスする際の障壁が除去されるよう、適切な措置をとるべきである。
19.英国政府と移譲された政府は、ろう者および盲ろう者と、その家族、介護者、教育と保健医療スタッフ、公共サービス提供者との間のコミュニケーションの障壁を取り除くための適切な措置を取る必要がある。ここには盲ろう者のコミュニケーション技術のコースに参加するための支援が含まれる。
自立生活、十分な生活水準と社会的保護（第19条、第20条、第26条、第28条）
所得の貧困と物的剥奪
20.英国政府と移譲された政府は、障害者一般、特に障害のある子どもたちの、より深刻な貧困の要因を調査し、これらの要因に対処する戦略を立てるべきである。
21.英国政府と移譲された政府は、貧困対策の中で、障害児を含む障害者の権利が優先されることを確保すべきである。
社会保障改革のとくに大きな影響
22.英国は、障害者に対する福祉改革の影響を監視し、公表すべきである。これには、税や社会保障の変化と公共支出の削減の、障害者に対する累積的影響の評価が含まれるべきである。
23.監視と累積的影響評価に基づいて、英国は中期的および長期的に障害者への悪影響を軽減すべきである。
24.今後の影響評価や監視活動によって障害者にとくに大きな影響が予測される場合は、英国政府と移譲された政府は、必要な緩和策を講じて、経済的・社会的・文化的権利委員会の非後退基準に取り組むべきである。
自立生活基金
25.英国政府は、イングランドでの地方自治体への自立生活基金の責任の移譲に関して、また北アイルランドでの予定されている自立生活基金の事実上の廃止に関して、確実に第19条を遵守するための措置を講じなければならない。
成人社会ケアと支援
26.英国政府と移譲された政府は、成人社会ケアの縮小が生じた場合の、CRPDに基づく障害者の権利への影響を監視し、悪影響が確認された場合には迅速な対応処置を講ずるべきである。
27.英国政府と移譲された政府は、成人社会ケアの利用者負担と受給資格基準の影響を見直し、第19条の要件を満たすよう制度を改善すべきである。
28.スコットランド政府は、成人社会ケアの提案された改革のすべての側面に第19条の要件を組み込み、新モデルが第19条の下での障害者の権利を保護し促進するかどうかを十分に考慮する必要がある。
介護者の支援
29.英国政府と移譲された政府は、次の人々への、レスパイトケアを含む適切な支援の制度を設けるべきである。
・障害のある親
・障害のある介護者
・障害のある子どもを持つ親
・障害者の介護者
・若い、兄弟姉妹と仲間（ピア）の介護者。
30. 英国政府は、労働能力評価に関する政策提案文書の協議を行い、制度改革で次の事項を確実にとりあげるべきである。　
・変動する状態や精神保健状態のある申請者が「就労可」とされ、精神的および身体的健康に悪影響を及ぼすという懸念。
・とくに精神病や学習障害のある人が、就労可とされて死につながった、制裁の有害な影響。
雇用（第27条）
雇用格差
31.英国政府と移譲された政府は、雇用における障害者の平等格差を埋めるために積極的な措置を講じるべきである。
32.英国政府は、
・障害者の雇用格差を半分にするという公約に関して、時間枠を設定し、中間目標と法定報告義務を導入するべきである。
・機能障害の種類ごとの報告を含めて進行状況を定期的に報告するべきである。進行が不十分な場合の対応策を明確にすべきである。
33.英国政府は、次のようにして、「労働へのアクセス」事業の変更を、確実に第27条に準拠したものとすべきである：
・精神保健状態、複雑な健康問題または病状の人に支援を広げる
・障害者全般の、そしてとくに感覚障害者の、雇用機会への悪影響を監視する
・柔軟な追加資金、移行手続きの延長、上限の見直しなどの緩和策を導入する
・雇用主の間での「労働へのアクセス」事業の理解を高めるために、広報プログラムを導入する。
34.英国政府と移譲された政府は、雇用支援プログラムが、障害者が仕事に就き、維持するのを効果的に助けることを確実にすべきである。
雇用への障壁
35.英国政府は、障害者の雇用の確保と維持のための戦略を評価し、採用における障害者の差別に対処し、障害者の見習い制度へのアクセスを改善し、成功した取り組みを広く展開すべきである。
36.英国政府は、障害のある人の採用と雇用維持の障壁を取り除くために、政策提案文書「生活の改善：労働、健康および障害」に基づく新しい支援モデルに、障害者法の訓練と合理的配慮の提供を組み込むべきである。
給与格差
37.英国政府は、
・障害によって分類しつつ、フルタイムとパートタイムの労働者の、時間給の格差の定期的な推計を作成するべきである。
・障害者の給与格差是正のための行動計画を策定するべきである。進捗状況を定期的に報告し、不十分である場合の対策を特定すべきである。
司法へのアクセス（第13条、第12条）
司法援助
38.イングランドとウェールズに関して、英国は以下を行うべきである。
・英国およびウェールズの障害者の、司法およびその他のCRPDの権利へのアクセスに対する、「2012年司法援助、犯罪者の判決および刑罰法」（LASPO）の影響の検討を迅速化する。
・障害者の平等と人権に対するLASPOの影響に関する委員会の独立した研究を開始する。
・障害者への間接差別的影響を含め、特定された悪影響を軽減するための具体的な措置を講じる。
助言へのアクセス
39.英国政府は、イングランドとウェールズの非政府組織による法的助言の利用のしやすさへの、予算削減と司法援助改革の影響を見直し、「アドバイス砂漠」の問題に対処する措置を講じるべきである。
裁判所と労働裁判所の手数料
40.英国政府は、労働裁判所手数料の実施後評価の結果を公表し、障害者への特に大きな影響には、対処または軽減するべきである。
CRPDと合理的配慮の理解
41.北アイルランドに関して、英国政府は、「平等な取扱指針」のような取り組みを通じて、障害者が裁判所を通じて他の人と平等に司法にアクセスできるようにするべきである。
学校における障害者差別
42.英国は、学校での差別や嫌がらせに対する救済を求めている障害児への、補償や差し止め命令による救済へのアクセスに関する、異なる取り扱いの問題に取り組むべきである。
教育（第24条、第7条）
インクルーシブ教育
43.英国政府（関係する場合には、移譲された政府）は、
・「障害児のニーズを満たすことのできる主流の学校や職員への、障害児の両親のアクセスを増やすインクルーシブな制度」（CRPD第24条に関する英国の解釈宣言に含まれている）を開発するという公約を更新すべきである。
・第24条の留保と解釈宣言を削除し、障害児のインクルーシブ教育の権利を徐々に実現するための具体的な措置を講じるべきである。
・CRPD委員会の一般的意見第4号に特に注意を払って、主流教育内でインクルージョンから離れる最近の傾向に対処すべきである。
学校からの除外
44.英国政府と移譲された政府は、障害から生ずる挑戦的な行動を示す人を含め、障害のある生徒の排除を減らす戦略が、すべての地域で実施され、促進されることを確実にすべきである。
45.英国政府は、「障害」の定義から「他人への身体的虐待の傾向」を除外している、現行の2010年平等法（障害）2010年規則の規則4（1）を見直すべきである。
学校からの移行
46.英国政府と移譲された政府は、障害児や若者の、学校から高等教育と雇用への移行過程を改善するための措置を取るべきである。
障害学生手当
47.英国政府は、英国人障害学生に対する障害学生手当の変更の影響を監視し、結果を公表し、障害学生の大学へのアクセス、参加、成果に対する否定的な影響が確認された場合には緩和すべきである。
学習のための追加的支援
48.スコットランド政府は、追加学習支援への法的能力を12歳から推定し、障害のある子どもたちが法的能力を発揮できるように支援する必要がある。
教育の達成度
49.英国政府と移譲された政府は、達成率の改善に関する法律や政策の影響に焦点を当て、障害のある生徒の教育達成率を引き続き監視し、障害のある生徒の教育達成を改善する措置を講じるべきである。
健康と生命（第25条、第10条）
健康の不平等
50.英国政府と移譲された政府は、障害者が経験する平均余命の不平等や終末期ケアを含む健康不平等に取り組むための具体的な措置を講じるべきである。進捗状況を監視し、公表し、進捗状況が不十分な場合はさらに対応策が必要とされる。
精神保健サービスへのアクセス、その質、および効果
51.英国政府と移譲された政府は、十分に資金を供給し、適切で質の高い精神保健サービスを提供して確実に需要を満たすべきである。
52.英国政府と移譲された政府は、児童精神保健に関する包括的なデータを定期的に収集し、児童・青年の精神保健サービスに徹底的に投資し、明確な時間枠、目標、測定可能な指標、効果的な監視の仕組み、および十分な人的、技術的、財政的資源を備えた戦略を策定することにより、2016年の子どもの権利条約の総括所見に応えるべきである。
学習障害や自閉症のある子どもや成人の不適切または長期的な入所
53.英国政府と移譲された政府は、学習障害および/または自閉症のある人々が、
・精神科病院、評価・治療病棟、または一般急性病棟への強制入院を避けるため、地域を基盤としたサービスにアクセスできるようにすべきである。
・施設内ケアや入院治療は可能な限り短期間（評価と治療の目的で）とし、短期用施設に長期に留まらないようにすべきである。
・ニーズに合った適切なサービスが提供され、精神保健ニーズがなければ精神科施設に措置されないようにするべきである。
・権利擁護、ピアサポート、意思決定支援などの効果的な保護手段によって保護されるべきである。
「蘇生させない」指示の不適切な使用
54.英国政府は、障害者に関する「蘇生させない」指示の使用を監視し、次のことを保証すべきである。
・患者および/またはその代理人が、指示の使用に関する指針にアクセスできる。
・心肺蘇生を保留するかどうかを臨床的に判断する際に、医療従事者が患者と相談すること、そして相談が行われない場合はその理由を記録すること
・通知の不適切な使用の証拠がある場合、障害のある人に通知が不適切に適用されるのを防ぐために直ちに措置を講じること。
・医療従事者は、幅広い機能障害のある障害者のコミュニケーションニーズの理解について、および障害のある患者のQOLの全領域の理解について、十分に熟練していること。
搾取、暴力、虐待からの自由（第16条、第6条）
障害を標的とする憎悪（ヘイト）犯罪、敵意、嫌がらせ
55.障害を標的とする憎悪（ヘイト）犯罪の一部しか報告されていない問題に取り組むために、英国政府と移譲された政府は、警察やその他の法的機関が障害者と協議して報告と記録の仕組みを評価し、それを簡素化する措置を取るようにすべきである。
56.英国政府は、イングランドとウェールズの加重犯罪・判決の規定の全面的見直しを行い、判決の一貫性を評価するために判決指針の使用を監視すべきである。
57.英国政府と移譲された政府は、比較分析と時系列分析を可能にするために、刑事司法制度全体としても個々の機関内部でも、一貫したデータ収集方法を採用すべきである。
58.スコットランド政府は、「憎悪（ヘイト）犯罪、偏見および地域結合に関する独立諮問グループ」の勧告を実施すべきである。
学校での障害のある生徒へのいじめ
59.英国政府と移譲された政府は、すべての学校が障害児のいじめに関する質的および量的データを収集するようにし、そのデータを使用して、障害のある生徒を保護するための戦略を策定すべきである。
障害のある女性に対する暴力
60. 第6条に関する一般的意見第3号および2016年の経済的・社会的・文化的権利委員会の総括所見（第46項）を参照して、英国政府および移譲された政府は、次のために必要なすべての取り組みを行うべきである。
・家庭内および性的暴力に対処するイニシアチブ、および、十分な予算を伴った支援サービスや十分な法的保護を含めた、障害のある被害者への効果的な支援。
・強制的な結婚に取り組み、学習障害のある女性を効果的に支援するイニシアチブ。
61.英国政府は、イスタンブール条約を批准するために必要な法律、政策および慣行の変更を行い、この条約の効果的な実施を確実にするために中央政府、移譲された政府および地方自治体に十分な資源を振り向けるべきである。
自律性と完全性（インテグリティ）（拘束を含む）（第12条、第14条、第15条、第17条）
拘束の使用
62.英国政府と移譲された政府は、物理的、機械的および薬物（投与による）拘束、分離と隔離の使用の程度に関する証拠が、以下について日常的に公表されるようにすべきである。
・刑務所
・青少年司法制度
・医療とケアの施設
・教育施設
63.英国政府と移譲された政府は、すべての場面で、精神保健関連の障害を含め、障害に関連する理由での物理的および薬物（投与による）拘束の使用を根絶するための、次の措置を講じるべきである。
・段階的縮小（de-escalation）の方法および拘束に頼らない他の処遇に関する国内および国際的なベストプラクティスを検討する。　
・障害者の権利に関する国連特別報告者からの技術援助を要請する。
・関連するすべての専門家とスタッフに、ベストプラクティスに関する適切な訓練及び知識を保証する。
どのような措置においても、英国政府と移譲された政府は、拘束の使用の削減が、人権を脅かす他の慣行（分離や隔離など）の増加をもたらさないようにすべきである。
居住施設ケアにおける虐待
64.英国政府と移譲された政府は、最新の調査と査察の結果に緊急に対応することにより、施設ケアでの障害者、特に障害のある高齢者や学習障害者の虐待を防止するための措置を強化すべきである。
移民の勾留
65.英国政府は、
・移民勾留を最後の手段としてのみ使用し、脆弱な人の勾留をやめ、移民勾留の法定期限を28日とすべきである。
・精神的能力が不足している人を現在勾留している場合、移民の勾留に異議を唱える法的権利を主張するために必要な独立した支援を提供するべきである。
支援つき/代理による意思決定の枠組み
66.英国政府およびスコットランド政府は、精神的能力/無能力法がCRPD第12条を遵守するために、エセックス自治プロジェクトの勧告を実施するか、その他の適切な措置を講じるべきである。
自由の剥奪
67.英国政府と移譲された政府は、自由の剥奪に対する効果的な法的保護措置を提供し、これらの保障措置を確実に支援つき意思決定の原則に基づくものとすべきである。
政治および公的活動への参加（第29条）
投票
68.英国政府は、障害者が登録と投票にどのように完全にアクセスできるようにするかを明確かつ包括的に提案するべきである。
選出された代表者
69.英国政府は、「議員へのアクセス」基金の評価を公表し、その事実に基づいて、障害者が議員になり、活動できることを確実にする最も効果的な解決策を提供すべきである。これには、政党との協力アプローチの開発が含まれる。
70.英国政府は、候補者の多様性を示すデータを公表するため、 2010年平等法の106条を施行すべきである。英国政府と移譲された政府は、政党に対して、障害者が直面している選挙への障壁を特定し、除去するよう奨励すべきである。
公的な指名
71.英国政府（イングランドとウェールズに関して）と北アイルランドの長官は、例えば肯定的行動措置を通じた、公的機関の委員会への障害者の参加の促進、および進捗状況の監視と報告を行うための措置を講ずるべきである。
統計とデータ収集（第31条）
データ格差と分類されたデータの不足
72.英国政府と移譲された政府は、第31条の要件を満たすために、英国のすべての国で定期的に、障害およびその他のすべての保護された特徴のグループおよび機能障害の種類で分類して、データを収集すべきである。
73.英国政府は、2021年の国勢調査に、機能障害の種類を含め、長期的な健康状態や障害の種類についての質問を含めるべきである。
74.英国政府と移譲された政府は、CRPDと持続可能な開発目標（SDGs）に沿った障害平等指標を確実に開発すべきである。
国内実施と監視（第33条）
独立した機構
75. CRPD委員会が発行した独立機構に関する指針に照らして、英国政府は、障害者の効果的な関与を含め、英国の独立機構が十分にこの指針が示す役割を果たすために、十分な資源を確保できるようにすべきである。
連絡先
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� Supreme Court and the United Kingdom’s legal system available �HYPERLINK "https://www.supremecourt.uk/about/uk-judicial-system.html"�here� [accessed: 9 December 2016].


� UKIM (2014) Monitoring the implementation of the UN Convention on the Rights of Persons with Disabilities, available �HYPERLINK "https://www.equalityhumanrights.com/en/publication-download/monitoring-implementation-un-convention-rights-persons-disabilities"�here� [accessed 16 August 2016].


� As the UK is a dualist legal system, international law does not have direct enforceability domestically unless it is incorporated into domestic law. However, the domestic courts have accepted that the CRPD can be used as an aid to interpretation of relevant domestic laws in an increasing number of cases. See: Burnip v Birmingham City Council & Anor (Rev 1) [2012] EWCA Civ 629, available �HYPERLINK "http://www.bailii.org/ew/cases/EWCA/Civ/2011/629.html"�here�; Bracking v Secretary of State for Work and Pensions [2013] EWCA Civ 1345, available �HYPERLINK "http://www.bailii.org/ew/cases/EWCA/Civ/2013/1345.html"�here�; P v Cheshire West and Chester Council and another; P and Q v Surrey County Council [2014] UKSC 19, available �HYPERLINK "http://www.bailii.org/uk/cases/UKSC/2014/19.html"�here� [accessed: 10 November 2016]. Supranational human rights and equality law (the ECHR and EU law) which is incorporated into UK law has also been interpreted taking account of the rights contained in the CRPD.    





� The EA 2010 provides a legislative framework to tackle discrimination and advance equality across Great Britain, and places an equality duty (the Public Sector Equality Duty) on public authorities.


� The HRA 1998 incorporates the European Convention on Human Rights into UK law and applies to the whole of the UK.


� E.g. Access to Work scheme (GB), Rail Vehicle Accessibility Regulations 2010 (GB), the Care Act 2014 (England) and the UK cross-government disability strategy: Fulfilling Potential.


� JCHR, Implementation of the Right of Disabled People to Independent Living: Government Response to the Committee’s Twenty-third Report of Session 2010-12 see �HYPERLINK "http://www.publications.parliament.uk/pa/jt201213/jtselect/jtrights/23/2302.htm"�here� [accessed: 6 September 2016].


� Office for Disability Issues (2011) UK Initial Report: On the UN Convention on the Rights of Persons with Disabilities, paras 44-49.  Available �HYPERLINK "https://www.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/345120/uk-initial-report.pdf"�here� [accessed: 1 August 2016].


� Neither a statutory requirement nor a non-statutory commitment. However, note that case law has established there is a need to be aware of CRPD in executive decision-making processes. See R (on the Application of Bracking and Others) v Secretary of State for Work and Pensions [2013] EWHC 897 (Admin); Bracking and others v Secretary of State for Work and Pensions [2013] EWCA Civ 1345; R (on the application of Aspinall, Pepper and others) v Secretary of State for Work and Pensions [2014] EWHC 4134 (Admin).


� Approaches that have enhanced the status of the Convention of the Rights of the Child (CRC) in domestic law include UK Government non-binding guidelines to give due consideration to the CRC when developing new policy or legislation. There are mixed results from this non-statutory approach. More effective mechanisms for incorporating the CRC include statutory instruments in Wales and Scotland, which place duties on Ministers to consider the CRC in law- and policy-formulation. Early evidence suggests that these have made concrete differences to how legislation and policy is developed: EHRC (October 2016) Children and Social Work Bill: Briefing in support of amendments, available �HYPERLINK "https://www.equalityhumanrights.com/en/file/20346/download?token=c1Fe1QWx"�here� [accessed: 9 December 2016].


� E.g. the EHRC raised concerns the UK Government’s analyses of the impact of social security reforms lacked full consideration of CRPD obligations. See: EHRC letter to the DWP �HYPERLINK "https://www.equalityhumanrights.com/en/parliamentary-library/our-letter-department-work-and-pensions-dwp-re-welfare-reform-and-work-bill"�here�, and EHRC, response to call for written evidence �HYPERLINK "http://www.equalityhumanrights.com/legal-and-policy/our-legal-work/parliamentary-briefings/welfare-reform-and-work-bill-written-evidence-submission"�here� [accessed: 3 June 2016].


� First Minister’s speech, SNAP Human Rights Innovation Forum, 9 December 2015, available �HYPERLINK "http://news.scotland.gov.uk/Speeches-Briefings/SNAP-Human-Rights-Innovation-Forum-2040.aspx"�here�[accessed: 12 December 2016].


� Welsh Government (2015), Code of practice in relation to measuring social services performance: Issued under section 145 of the Social Services and Well-being (Wales) Act 2014, p. 9, available �HYPERLINK "http://gov.wales/docs/dhss/publications/151005code-of-practiceen.pdf"�here� [accessed: 20 December 2016]. The Code of Practice states that, in exercising their social services functions, local authorities must ensure that their decisions have regard to a person’s individual circumstances and the UNCRPD. See the Wales supplementary report for further details, and recommendations for further strengthening consideration of CRPD.


� In general, see the Rights of Children and Young Persons (Wales) Measure 2011 available �HYPERLINK "http://www.legislation.gov.uk/mwa/2011/2/contents"�here�, Welsh Government, Children's Rights Scheme 2014 �HYPERLINK "http://gov.wales/docs/dsjlg/publications/cyp/140501-childrens-rights-scheme-2014-en.pdf"�here�. For more information on the Social Services and Well-being (Wales) Act 2016 in particular, see the supplementary report for Wales.


� The UK Government’s Initial Report refers to a number of involvement forums such as ‘Equality 2025’ and the ‘Network of Networks’, which no longer exist. While the Fulfilling Potential Forum (see �HYPERLINK "https://www.gov.uk/government/groups/fulfilling-potential-forum"�here�) remains active, it is not clear whether it provides for adequate engagement of disabled people across the UK in CRPD-relevant law and policy development and implementation.


� In the UK human rights are protected by both the Human Rights Act 1998 and by the devolution statutes (Scotland Act 1998, Government of Wales Act 2006, Northern Ireland Act 1998). In Scotland, human rights are devolved to the Scottish Parliament.


� In February 2016, then Prime Minister David Cameron indicated that the UK Government would shortly develop proposals ‘to change Britain’s position with respect to the European Court of Human Rights by having our own British Bill of Rights’, see �HYPERLINK "https://www.publications.parliament.uk/pa/cm201516/cmhansrd/cm160203/debtext/160203-0002.htm"�here�. On 24 January 2017, it was confirmed that further work on proposals for a British Bill of Rights would be delayed until after arrangements for the UK’s exit from the EU are in place, see here [accessed: 30 January 2017].


� Motion passed by the Scottish Parliament, 11 November 2014; statement by the Cabinet Secretary for Social Justice, Communities and Pensioners’ Rights, Alex Neill MSP, 15 May 2015.


� Wales Online (18 May 2015) Welsh Government will do ‘everything it can’ to block repeal of the Human Rights Act (news article), available �HYPERLINK "http://www.walesonline.co.uk/news/wales-news/welsh-government-everything-can-block-9279496"�here� [accessed: 6 September 2016].


� A number of EU directives and regulations have led to improved protection for disabled people. These include ensuring that employment protection standards apply to all employers; requiring assistance to be provided for disabled people when travelling by air, sea, and coach; and requiring the packaging of medicinal products in Braille.


� E.g. the EU proposal for a European Accessibility Act to make products and services more accessible to disabled people.


� Written Evidence from the EHRC to the JCHR inquiry into the human rights implications of Brexit, available �HYPERLINK "http://data.parliament.uk/writtenevidence/committeeevidence.svc/evidencedocument/human-rights-committee/what-are-the-human-rights-implications-of-brexit/written/41692.pdf"�here� [accessed: 9 December 2016].


� Three Public Procurement Directives set out the EU legal framework for procurement by public authorities, and they all refer to the need to take accessibility for persons with disabilities into due account: Directive 2014/24/EU on public procurement; Directive 2014/25/EU on procurement by entities operating in the water, energy, transport and postal services sectors; Directive 2014/23/EU on the award of concession contracts.


� There are EU Regulations concerning the rights of disabled people when travelling by bus and coach, rail, air, and sea and inland waterway. These are: Regulation (EU) No 181/2011 of the European Parliament and of the Council of 16 February 2011 concerning the rights of passengers in bus and coach transport; Regulation (EC) No 1371/2007 of the European Parliament and of the Council of 23 October 2007 on rail passengers’ rights and obligations; Regulation (EC) No 1107/2006 of the European Parliament and of the Council of 5 July 2006 concerning the rights of disabled persons and persons with reduced mobility when travelling by air; Regulation (EU) No 1177/2010 of the European Parliament and of the Council of 24 November 2010 concerning the rights of passengers when travelling by sea and inland waterway.


In addition, there is a legal framework for the accessibility of rail vehicles and infrastructure: The Consolidated Railways Interoperability Directive 2008/57/EC requires many aspects of the European rail network to be addressed by means of Technical Specifications for Interoperability (TSI). The relevant TSI is the Technical Specification for Interoperability for Persons with Reduced Mobility, implemented by Regulation (EU) 1300/2014 on the technical specifications for interoperability relating to accessibility of the Union's rail system for persons with disabilities and persons with reduced mobility.


� In addition to those action plans noted below, the Welsh Government has published a Framework for Action on Independent Living, which sets out how it will fulfil some CRPD obligations. See: Welsh Government (2013), Framework for Action on Independent Living, available �HYPERLINK "http://gov.wales/docs/dsjlg/publications/equality/130916frameworkactionen.pdf"�here� [accessed: 20 December 2016]. It has also published Equality Objectives for 2016–2020 that identify a number of actions to tackle inequalities experienced by disabled people in Wales. See Welsh Government (August 2016), Equality Objectives 2016-2020, available �HYPERLINK "http://gov.wales/topics/people-and-communities/equality-diversity/equality-objectives/?lang=en"�here� [accessed: 13 October 2016].


� The UK Government’s 2013/14 disability strategy and action plan, ‘Fulfilling Potential: making it happen’, available �HYPERLINK "https://www.gov.uk/government/collections/fulfilling-potential-working-together-to-improve-the-lives-of-disabled-people"�here� [accessed: 12 October 2016]. One stated aim of the strategy is to give effect to some CRPD requirements. Some policies it refers to are applicable across the whole of the UK, but many apply to England only. The 2014 action plan states: ‘Fulfilling Potential – Making It Happen, and this report, refer to a wide variety of policies, some applicable across the whole of the UK and many specific to England only.’ See UK Government (September 2014) Fulfilling Potential: Making It Happen – Action Plan Updated, p. 1, available �HYPERLINK "https://www.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/350442/Making_it_happen_-_Action_Plan_v0.8.pdf"�here� [accessed: 12 October 2016].


� UKIM understand that the strategy is due to be updated over the coming year. It remains to be seen how explicitly the new strategy will address the requirements of the CRPD, and concrete plans about updating the strategy are yet to be announced.


� Scottish Government (2016) A Fairer Scotland for Disabled People – Our Delivery Plan to 2021 for the UNCRPD available �HYPERLINK "http://www.gov.scot/Resource/0051/00510948.pdf"�here� [accessed: 12 January 2017].


� Welsh Government (2013) Framework for Action on Independent Living, available �HYPERLINK "http://gov.wales/docs/dsjlg/publications/equality/130916frameworkactionen.pdf"�here� [accessed: 20 December 2016].


� Northern Ireland Executive (2013) 'A Strategy to improve the lives of people with disabilities 2012-2015' Annual Report, p. 28, available �HYPERLINK "https://www.executiveoffice-ni.gov.uk/publications/strategy-improve-lives-people-disabilities-2012-2015"�here� [accessed: 6 September 2016]. Responsibility for the Disability Strategy was transferred to the newly formed Department for Communities in 2016.


� E.g. in September 2016 the EHRC wrote to the Minister for Children and Families, Edward Timpson MP, setting out our key priorities from the recent CRC Concluding Observations. The response received to date fails to address specific concerns raised in the Concluding Observations. More information is available �HYPERLINK "https://www.equalityhumanrights.com/en/our-human-rights-work/monitoring-and-promoting-un-treaties/convention-rights-child"�here. �


� Committee on the Rights of the Child (July 2016) Concluding observations on the fifth periodic report of the United Kingdom of Great Britain and Northern Ireland, available �HYPERLINK "http://tbinternet.ohchr.org/_layouts/treatybodyexternal/Download.aspx?symbolno=CRC/C/GBR/CO/5&Lang=En"�here� [accessed: 14 September 2016].


� Committee on Economic, Social and Cultural Rights (July 2016) Concluding Observations on the sixth periodic report of the United Kingdom of Great Britain and Northern Ireland, available �HYPERLINK "http://tbinternet.ohchr.org/_layouts/treatybodyexternal/Download.aspx?symbolno=E/C.12/GBR/CO/6&Lang=En"�here� [accessed: 14 September 2016].


� The Equality Act 2010 brings together equality legislation across a range of equality grounds which forms the basis of anti-discrimination law in GB. The Act simplifies, harmonises and strengthens equality legislation in GB and provides a range of additional protections for disabled people, available �HYPERLINK "http://www.legislation.gov.uk/ukpga/2010/15/pdfs/ukpga_20100015_en.pdf"�here� [accessed: 5 August 2016]. Under s.217, with limited exceptions, the Act does not apply to Northern Ireland. For more information, see �HYPERLINK "http://www.legislation.gov.uk/ukpga/2010/15/section/217"�here� [accessed: 5 August 2016].


� Gaps in Northern Ireland include remedies against perceived and associative discrimination and indirect discrimination. ECNI (2012) Strengthening Protection for Disabled People: Proposals for Reform, available �HYPERLINK "http://www.equalityni.org/Delivering-Equality/Addressing-inequality/Law-reform/Research-investigations"�here� [accessed: 5 August 2016].


� The full list of provisions in the Equality Act 2010 that have not yet been commenced or have been repealed are: the socio-economic duty – sections 1 to 3; caste discrimination – regulations under section 9 (5); dual discrimination – section 14; ships and hovercraft – regulations under section 30; reasonable adjustments to common parts of rented residential properties – section 36 (1)(d), (5)-(6)(b) and Schedule 4 paras 5-7, para. 8 insofar as it relates to a disabled person who is entitled to occupy premises other than as a tenant or a unit-holder (England and Wales only); taxi transport accessibility – sections 160, 161 other than for the power to make regulations, 162-164, 165 other than for the purpose of the issue of exemption certificates under section 166 (Chapters 1 of Part 12); the requirement for political parties to report on diversity of candidates – section 106; the employment tribunal power to make wider recommendations (repealed); third party harassment provisions (repealed).


� Gaps that raise concern include: workers who do not fall within the definition of an employee, contract workers or an agent of the employer; children in education with particular types of impairment affecting behaviour. EHRC (2016) response to the UN Special Rapporteur on the rights of persons with disabilities’ call for evidence on disability-inclusive policies (England and Wales), available �HYPERLINK "http://www.ohchr.org/Documents/Issues/Disability/DisabilityInclusivePolicies/NHRI/NHRI%20UK_England%20and%20Wales_ENG.docx"�here� [accessed: 5 August 2016].


� GB: The Equality Act 2010, section 149 (5), places duties on public bodies to have due regard to the need to tackle prejudice and promote understanding in order to ‘foster good relations between persons who share a relevant protected characteristic and persons who do not share it’.


Fulfilling Potential: making it happen, strategy and action plan, available �HYPERLINK "https://www.gov.uk/government/publications/fulfilling-potential-making-it-happen-for-disabled-people"�here� [accessed: 5 August 2016].


Scotland: Report of the Independent Advisory Group on Hate Crime, Prejudice and Community Cohesion (September 2016), available �HYPERLINK "http://www.gov.scot/Resource/0050/00506074.pdf"�here� [accessed: 10 October 2016].


� See Abrams et al. (2016) Prejudice and unlawful behaviour: exploring levers for change, available �HYPERLINK "https://www.equalityhumanrights.com/sites/default/files/research-report-101-prejudice-and-unlawful-behaviour.pdf"�here� [accessed: 9 November 2016]; and NatCen (2012) British Social Attitudes 29, available �HYPERLINK "http://www.bsa.natcen.ac.uk/media/38852/bsa29_full_report.pdf"�here� [accessed: 9 November 2016]. Experiences of disabled people suggest that attitudinal barriers still have negative impacts. Aiden, H. and McCarthy, A. (2014), ‘Current attitudes towards disabled people’, available �HYPERLINK "http://www.scope.org.uk/Scope/media/Images/Publication%20Directory/Current-attitudes-towards-disabled-people.pdf?ext=.pdf"�here� [accessed: 14 July 2016]; A 2011 survey of public attitudes in Northern Ireland found that in terms of the three types of disability considered, mental ill-health evoked the greatest number of negative responses. See ECNI (2011): ‘Do You Mean Me? Discrimination, attitudes and experience in Northern Ireland’, available �HYPERLINK "http://www.doyoumeanme.org/2011-survey/"�here� [accessed: 14 July 2016]. In Scotland, 37% of those who identified as having experienced a mental health problem had experienced some negative social impact, see Scottish Social Attitudes Survey 2013, Attitudes to mental health in Scotland, ScotCen Research, available �HYPERLINK "http://natcen.ac.uk/media/563039/ssa-mental-health.pdf"�here� [accessed: 6 September 2016]; Scope (July 2012) Discrimination increases on back of ‘benefit scroungers’ rhetoric , available �HYPERLINK "http://www.scope.org.uk/About-Us/Media/Press-releases/July-2012/Discrimination-increases-on-back-of-%E2%80%98benefit-scrou"�here� [accessed: 6 September 2016]; Scotland: Challenges identified by the SOLD Network, available �HYPERLINK "http://soldnetwork.org.uk/criminal-justice-pathway/police-interaction-and-police-custody/"�here� [accessed: 6 September 2016].


The recent UN inquiry concerning the UK under Article 6 of the Optional Protocol to the CRPD also noted negative portrayal of disabled benefits claimants, and experiences of hostility. See note 69 below.


� The General Comment on accessibility makes it clear that ‘states parties should adopt action plans and strategies to identify existing barriers to accessibility, set time frames with specific deadlines and provide both the human and material resources necessary to remove the barriers’. CRPD Committee (2014) General Comment No 2 on Article 9 Accessibility, para. 33, available �HYPERLINK "https://documents-dds-ny.un.org/doc/UNDOC/GEN/G14/033/13/PDF/G1403313.pdf?OpenElement"�here� [accessed: 20 October 2016].


� Examples of sector-specific action plans that have been developed include the Department for Transport Accessibility Action Plan, available �HYPERLINK "https://www.gov.uk/government/publications/accessibility-action-plan"�here�. However, a Transport Select Committee inquiry noted ‘concerns…about how the Plan’s tasks can be achieved and how their achievement will be measured’. See: House of Commons Transport Committee (2013) Access to transport for disabled people, vol. 1, para. 18, available �HYPERLINK "http://www.parliament.uk/business/committees/committees-a-z/commons-select/transport-committee/news/disabled-report--substantive/"�here� [accessed: 10 October 2016]. The government responded by publishing an update on its accessibility action plan. Whilst this does provide statistical information about journeys, it does not set targets or benchmarks. See Department for Transport (January 2015) Accessibility action plan and equality action plan: progress update, available �HYPERLINK "https://www.gov.uk/government/publications/accessibility-and-equality-action-plans-progress-update-2014"�here� [accessed: 10 October 2016]. Also note that the Welsh Government’s Framework for Action on Independent Living includes content in relation to accessibility. See note 25 above.


� This Act covers products and services such as computers, telephony, banking, ticketing and smart phones and aims to lower the prices of adapted goods, available �HYPERLINK "http://ec.europa.eu/social/main.jsp?catId=1202"�here� [accessed: 10 October 2016].


� That States parties should ‘adopt action plans and strategies to identify existing barriers to accessibility, set timeframes with specific deadlines and provide both the human and material resources necessary to remove the barriers’.


� This indicates that there is a substantial need for adaptable housing, yet a survey noted that there is a severe national shortage of accessible or adaptable homes. The survey also found that many disabled people ended up living in unsuitable accommodation. 5 million people in the UK have a mobility problem and could benefit from a disability friendly home, while 75% of disabled adults in Britain report that they live in a home without an accessible front door. It also reported a study which suggested 1 in 6 disabled adults and half of all disabled children live in housing that isn’t suitable for their needs, See: Leonard Cheshire (2014) No Place Like Home: Five Million Reasons to Make Housing Accessible, available �HYPERLINK "https://www.leonardcheshire.org/support-and-information/latest-news/news-and-blogs/no-place-home-scandal-300000-disabled-people"�here� [accessed: 5 August 2016].


England: Only 7% of homes had all four accessibility features as recommended by Approved Document M of the Building Regulations 2010. Department for Communities and Local Government (2016) English Housing Survey, 2014-2015: adaptability and accessibility of homes, available �HYPERLINK "https://www.gov.uk/government/statistics/english-housing-survey-2014-to-2015-adaptations-and-accessibility-of-homes-report"�here� [accessed: 6 September 2016].


Scotland: It has been estimated that there are 17,000 disabled people in Scotland in need of a wheelchair accessible home. See Horizon Housing and CIH (2012) Mind the step: An estimate of housing need among wheelchair users in Scotland, available �HYPERLINK "http://horizonhousing.org/static-content-wysiwyg-downloads/Horizon-Housing-Mind-the-step-report.pdf"�here� [accessed: 5 August 2016].


� GB: Evidence provided to a parliamentary inquiry identified a number of difficulties experienced by disabled people. See: House of Lords Select Committee on the Equality Act 2010 and Disability, The Impact of the Equality Act 2010 on Disability, March 2016, pp. 132-136, available �HYPERLINK "http://www.publications.parliament.uk/pa/ld201516/ldselect/ldeqact/117/117.pdf"�here� [accessed: 5 August 2016]. We welcome an inquiry currently being carried out into disability and the built environment by the Women and Equalities Committee, see �HYPERLINK "https://www.parliament.uk/business/committees/committees-a-z/commons-select/women-and-equalities-committee/inquiries/parliament-2015/disability-and-the-built-environment-16-17/"�here� [accessed: 1 February 2017].


Northern Ireland: An audit of accessibility to services for disabled people across five cities and towns found that the benchmark score was 2.43 on a scale of 1 to 4 (where 3 is good or satisfactory), available �HYPERLINK "http://www.equalityni.org/ECNI/media/ECNI/Publications/Delivering%20Equality/Audit-Benchmark-Final-Reportsubmit20June13.pdf"�here� [accessed: 10 October 2016]. Accessibility audits of seven towns highlighted the persistence of unnecessary physical barriers, available �HYPERLINK "http://imtac.org.uk/publications.php?pid=288"�here� [accessed: 10 October 2016].


� Leonard Cheshire/Comres (Feb 2016), Barriers to Sport and Exercise. Comres representative online survey covering Great Britain about access to leisure facilities like gyms and swimming pools, available �HYPERLINK "https://www.leonardcheshire.org/support-and-information/latest-news/press-releases/pre-paralympic-games-poll-shows-disabled-people"�here� [accessed: 24 August 2016].


� UK Government (2016) UK response to the questionnaire provided by Catalina Devandas-Aguilar: Special Rapporteur on the Rights of Persons with Disabilities, available �HYPERLINK "http://www.ohchr.org/Documents/Issues/Disability/DisabilityInclusivePolicies/States/PM%20UK_ENG.docx"�here� [accessed 16 August 2016].


� Some concerns include:


Northern Ireland: Disabled people experience poor physical access, customer service and access to information. See ECNI (2013) ABC audit benchmark change – State of disability access report 2013, available �HYPERLINK "http://www.equalityni.org/ECNI/media/ECNI/Publications/Delivering%20Equality/Audit-Benchmark-Final-Reportsubmit20June13.pdf"�here�; Disabled people are 7 times more likely to have difficulty getting on and off vehicles than non-disabled people and 3 times more likely to have difficulty getting to public transport. See: Imtac (January 2015) Lessons learned from ‘walking audits’, available �HYPERLINK "http://imtac.org.uk/publications.php?pid=288"�here�. In addition, the attitude of those providing transport services remains a key barrier. See Imtac (March 2013) Improving the provision of disability equality and disability awareness training, available �HYPERLINK "http://www.disabilityaction.org/fs/doc/website/Developing_effective_training_-_revised_(final_version).doc"�here� and Harper et al (January 2012) Disability programmes and policies: How does Northern Ireland measure up, available �HYPERLINK "http://www.equalityni.org/ECNI/media/ECNI/Publications/Delivering%20Equality/UNCRPDmonitoringimplementationFullReport0112.pdf?ext=.pdf"�here� [accessed: 10 September 2016].


Wales: Frequently users of public transport have reported a lack of disabled access, see Welsh Government (2010) Research to support the Public Transport Users’ Committee for Wales’ work on integrated transport, available �HYPERLINK "http://gov.wales/docs/det/report/130712ptucresearch.pdf"�here� [accessed: 25 September 2016].


Scotland: there are problems with access to and affordability of transport, particularly in rural areas. SHRC (October 2012) Getting it right? Human Rights in Scotland, available �HYPERLINK "http://hub.careinspectorate.com/media/255200/getting-it-right-human-rights-in-scotland.pdf"�here� and SATA (2015), Accessible Transport Strategy and Action Plan for Scotland, p. 8, available �HYPERLINK "http://www.scottishaccessibletransport.org.uk/atsaps.php"�here� [accessed: 25 September 2016].


� This includes a statutory Code of Standards for accessible rail stations, applicable whenever infrastructure or facilities are upgraded, available �HYPERLINK "https://www.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/425977/design-standards-accessible-stations.pdf"�here� [accessed: 10 October 2016]. The Access for All Scheme, which helps fund step-free stations and other improvements in addition to scheduled station upgrades, has been extended until 2024 due to expenditure being deferred, with reductions in year on year budgets, see �HYPERLINK "http://www.parliament.uk/business/committees/committees-a-z/commons-select/transport-committee/inquiries/parliament-2010/disabled-access-to-transport/"�here�.


� Department for Transport (May 2015) Policy Paper: Accessible Rail Transport, available �HYPERLINK "https://www.gov.uk/government/publications/accessible-rail-transport/accessible-rail-transport"�here� [accessed: 16 August 2016]: ‘While accessible rail fleet will be achieved by 1 January 2020, it is likely that a small number of trains will not fully comply [with accessibility regulations]’ (summary). Many journeys are still not accessible even if some stations along the route are. Despite welcome initiatives to improve station accessibility, it is still unclear when or if the rail network will become fully or even mainly accessible. Papworth Trust (2015) Improving rail travel for disabled passengers in Britain, available �HYPERLINK "http://www.papworthtrust.org.uk/sites/default/files/Improving%20rail%20travel%20for%20disabled%20passengers%20in%20Britain.pdf"�here� [accessed: 10 October 2016].


� DfT (2016) Annual bus statistics: year ending, March 2016, available �HYPERLINK "https://www.gov.uk/government/statistics/annual-bus-statistics-year-ending-march-2016"�here� [accessed: 10 October 2016].


� There is concern that cuts to bus routes across GB have a detrimental impact on disabled people. See: Campaign for Better Transport (2014) Buses in Crisis, available �HYPERLINK "https://www.google.co.uk/url?sa=t&rct=j&q=&esrc=s&source=web&cd=1&cad=rja&uact=8&ved=0ahUKEwjdh8enrqbQAhUBI8AKHQeiA7IQFggbMAA&url=http%3A%2F%2Fwww.bettertransport.org.uk%2Fsites%2Fdefault%2Ffiles%2Fresearch-files%2FBuses_In_Crisis_Report_2014_Final.pdf&usg=AFQjCNEaw5VctPa5B6l2sVdHY96vAhAV_w&bvm=bv.138493631,d.ZGg"�here� [accessed: 10 October 2016]; Sunday Post (2016) Fears over Scotland’s bus services (news article), available �HYPERLINK "https://www.sundaypost.com/news/scottish-news/fears-scotlands-bus-services-investigation-reveals-fifth-routes-axed-last-decade/"�here� [accessed: 10 October 2016].


� A parliamentary committee has expressed its disapproval that the UK government used exemptions to EU legislation that requires mandatory disability awareness training for bus drivers. See: House of Commons Transport Committee (2013) Access to transport for disabled people, vol. 1, para. 18, available �HYPERLINK "http://www.parliament.uk/business/committees/committees-a-z/commons-select/transport-committee/news/disabled-report--substantive/"�here� [accessed: 10 October 2016]. However, the exemption ends in March 2018.


� FirstGroup Plc v Paulley [2017] UKSC 4, available �HYPERLINK "https://www.supremecourt.uk/cases/uksc-2015-0025.html"�here�. Also see: EHRC (18 January 2017) Wheelchair spaces on buses must be a priority, court rules (press release), available �HYPERLINK "https://www.equalityhumanrights.com/en/our-work/news/wheelchair-spaces-buses-must-be-priority-court-rules"�here� [accessed: 18 January 2017].


� Section 165 of the Equality Act 2010, if fully brought into force, would make changes to the service that disabled passengers can expect from taxi drivers in England and Wales (arrangements in Scotland are devolved), and place duties on drivers who have an accessible vehicle to carry a passenger while in the wheelchair without an additional charge. The EHRC welcomes the UK Government’s announcement in May 2016 to make taxis accept and assist wheelchair users.


� This is deferred to individual local licensing authorities.


Other concerns: (i) almost 2 in 3 wheelchair users report being charged more. See Extra Costs Commission (March 2015), Driving down the extra costs disabled people face: Interim report, available �HYPERLINK "http://www.scope.org.uk/Get-Involved/Campaigns/Extra-costs/Extra-costs-commission/Full-Report" \l "government"�here�; (ii) The proportion of taxis and particularly private hire vehicles that are accessible is relatively low. See: DfT (2013) and (2015) Taxi and private hire vehicle statistics, available �HYPERLINK "https://www.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/321277/taxi-private-hire-statistics-2013.pdf"�here� and �HYPERLINK "https://www.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/456733/taxi-private-hire-vehicles-statistics-2015.pdf"�here� [accessed: 5 August 2016].


� House of Lords, The Equality Act 2010: the impact on disabled people  (24 March 2016) paras 291-93 available �HYPERLINK "http://www.parliament.uk/business/committees/committees-a-z/lords-select/equality-act-2010-and-disability/publications/"�here� [accessed: 5 August 2016].The UK Government response did not accept the inquiry’s recommendation to amend regulations to require that all new buses and trains provide accessible real-time travel information. See: Government response to the House of Lords Select Committee on the Equality Act 2010 and Disability, available �HYPERLINK "https://www.parliament.uk/business/committees/committees-a-z/lords-select/equality-act-2010-and-disability/news-parliament-2015/government-response/"�here� [accessed: 6 September 2016].


� The UK Government has tabled an Amendment 101 to the Bus Services Bill (applicable to England and Wales) for a regulation-making power under the Equality Act 2010 to require accessible information – notably audio-visual announcements – on buses, backed by statutory guidance. See DfT (2016) Bus Services Bill: accessible information regulations scoping note, available �HYPERLINK "https://www.gov.uk/government/publications/bus-services-bill-accessible-information-regulations-scoping-note"�here� [accessed: 10 December 2016]. While this is a welcome development, the amendment confers a power on the Secretary of State to order, rather than directly requiring, that all buses to include such information.


� GB: See House of Lords (March 2016) The Equality Act 2010: the impact on disabled people, chapter 4, available �HYPERLINK "http://www.parliament.uk/business/committees/committees-a-z/lords-select/equality-act-2010-and-disability/publications/"�here� [accessed: 5 August 2016].


Northern Ireland: A review of health information accessibility for people with learning disabilities found that a strategic and standardised approach to developing such information, including accessible appointment letters, had not been realised: ECNI (2013) Review of the formal investigation into the accessibility of health information for people with a learning disability, available �HYPERLINK "http://www.equalityni.org/ECNI/media/ECNI/Publications/Delivering%20Equality/UNCRPD%20investigations/accessibility-of-health-info-for-people-with-learning-dis-Jun13.pdf"�here� [accessed: 5 August 2016].


� The Internet Access Quarterly Update 2016, a UK-wide report, found that groups of adults who were more likely to have never used the Internet included people over 65 and people with a disability, see �HYPERLINK "https://www.ons.gov.uk/businessindustryandtrade/itandinternetindustry/bulletins/internetusers/2016"�here� [accessed: 24 November 2016].


� The Equality Act 2010 covers digital accessibility. However, the law leaves a degree of interpretation for service providers about how far they are required to go to increase digital accessibility and there is as yet no UK case law precedent on web accessibility to clarify the position: Barton, F. et al (March 2015) Digital Accessibility: A brief landscaping, available �HYPERLINK "http://www.citizensonline.org.uk/wp-content/uploads/digital-accessibility-report-a-pdf.pdf"�here�. The actions in the UK Government’s Digital Inclusion Strategy do not address accessibility directly, nor identify clear accountability for improvement: Cabinet Office and Government Digital Service (4 December 2014) Government Digital Inclusion Strategy, available �HYPERLINK "https://www.gov.uk/government/publications/government-digital-inclusion-strategy/government-digital-inclusion-strategy"�here� [accessed: 26 September 2016].


� House of Lords (March 2016) The Equality Act 2010: the impact on disabled people, chapter 4, available �HYPERLINK "http://www.parliament.uk/business/committees/committees-a-z/lords-select/equality-act-2010-and-disability/publications/"�here� [accessed: 5 August 2016]. In Northern Ireland, a focus group of representatives from voluntary organisations and disabled people reported that they found some government websites inaccessible. See Harper et al (January 2012) Disability programmes and policies: How does Northern Ireland measure up, available �HYPERLINK "http://www.equalityni.org/ECNI/media/ECNI/Publications/Delivering%20Equality/UNCRPDmonitoringimplementationFullReport0112.pdf?ext=.pdf"�here� [accessed: 10 September 2016].


� Deafblind Scotland (2016) Deafblind people’s views on the Deafblind National Action Group Long Term Aims and Ambitions, available �HYPERLINK "http://www.deafblindscotland.org.uk/deafblind-peoples-views-on-the-long-term-aims-and-ambitions/"�here�.  BDA Scotland (2016) Access and Inclusion (Health) Review: Deaf BSL users’ engagement with health care in Scotland, available �HYPERLINK "https://www.bda.org.uk/scotland-access-inclusion-health-review-2nd-report"�here� [accessed 24 November 2016].


� Scotland: there are problems in relation to access to health services including BSL/English interpreters not being available at short notice and a lack of suitable residential mental health and community support services for Deaf BSL users. Kyle et al (2005) Investigation of Access to Public Services in Scotland using BSL, available �HYPERLINK "http://www.gov.scot/Resource/Doc/930/0012106.pdf"�here� [accessed: 24 September 2016].


Northern Ireland: Harper et al (2012) Disability programmes and policies: How does Northern Ireland measure up? available �HYPERLINK "http://www.equalityni.org/ECNI/media/ECNI/Publications/Delivering%20Equality/UNCRPDmonitoringimplementationFullReport0112.pdf?ext=.pdf"�here�. Although there are now 28 registered interpreters compared to 4 in 2004 (for 3,500 British Sign Language users and 1,500 Irish Sign Language users), it is acknowledged that ‘more needs to be done’ and there is a need to promote the beneficial effects of sign language as a family-centred early intervention for Deaf children, including free Family Sign Language classes, see Department for Communities (2016) Sign Language Framework Consultation, available �HYPERLINK "https://www.communities-ni.gov.uk/consultations/sign-language-framework-consultation"�here� [accessed: 25 September 2016].


� Extra Costs Commission (2016) Driving down the extra costs disabled people face. Progress review October 2016, available �HYPERLINK "http://www.scope.org.uk/Scope/media/Documents/Publication%20Directory/Extra-Costs-Commission-Progress-Review.pdf"�here� [accessed: 10 September 2016].


The Financial Inclusion Commission heard Evidence that some disabled people may face unfair exclusion from buying insurance, or disproportionately high costs. See Financial Inclusion Commission (2015) Financial Inclusion: Improving the Financial health of the Nation, available �HYPERLINK "http://www.financialinclusioncommission.org.uk/pdfs/fic_report_2015.pdf"�here� [accessed: 10 September 2016].


The Financial Conduct Authority has also identified lack of ‘suitable and affordable’ insurance products as a significant issue for people with ‘pre existing medical conditions’. FCA (2015), Occasional paper 8: Vulnerable Customers, p. 49, available �HYPERLINK "https://www.fca.org.uk/publications/occasional-papers/occasional-paper-no-8-consumer-vulnerability"�here� [accessed: 10 September 2016].


� Equality Act 2010 Schedule 3 para. 21. This is applicable to Great Britain.


� This can add to additional costs facing disabled people, their exclusion from mainstream financial products, and limit where they can live and travel. Extra Costs Commission (2015) Driving down the extra costs disabled people face: final report, available �HYPERLINK "http://www.extracosts.org/Extra-Costs-Commission-Final-Report.pdf"�here�, and progress review October 2016, available �HYPERLINK "http://www.scope.org.uk/Scope/media/Documents/Publication%20Directory/Extra-Costs-Commission-Progress-Review.pdf"�here� [accessed: 10 December 2016].


� CRPD Committee (2016) Inquiry concerning the UK carried out by the Committee under Article 6 of the Optional Protocol to the Convention, Report, p. 21, available �HYPERLINK "http://tbinternet.ohchr.org/_layouts/treatybodyexternal/Download.aspx?symbolno=CRPD%2fC%2f15%2fR.2%2fRev.1&Lang=en"�here� [accessed 10 November 2016]. The Inquiry concluded that ‘there is reliable evidence that the threshold of grave or systematic violations of the rights of persons with disabilities has been met in the State party’ (para. 113).


� UK Government (2016) Response to the Report by the UN CRPD Committee under Article 6 of the Optional Protocol to the Convention, p. 26, available �HYPERLINK "http://tbinternet.ohchr.org/_layouts/treatybodyexternal/Download.aspx?symbolno=CRPD%2fC%2f17%2fR.3&Lang=en"�here� [accessed: 20 November 2016].


� UKIM (2016) Letter to the Minister of State for Disabled People, Health and Work in response to the CRPD committee inquiry, available �HYPERLINK "https://www.equalityhumanrights.com/sites/default/files/ukim-letter-to-penny-mordaunt-crpd-inquiry-1-december-2016.docx"�here�, with attached annex outlining key concerns, available �HYPERLINK "https://www.equalityhumanrights.com/sites/default/files/annex-crpd-inquiry-ukim-key-concerns-1-december-2016.docx"�here� [accessed: 3 December 2016]. A letter in reply from the Minister on 19 January 2017 reiterated the UK Government’s response to the UN inquiry, available �HYPERLINK "https://www.equalityhumanrights.com/en/file/22111/download?token=WfwZneA_"�here� [accessed: 19 January September 2017].


� EHRC (April 2016) Socio-economic rights in the UK, pp 20-26, available �HYPERLINK "https://www.equalityhumanrights.com/en/file/18736/download?token=VJ6vr2ia"�here� [accessed: 5 August 2016].


� In the UK in 2014/15, families with at least one disabled person were more likely to live in both relative and absolute poverty than families without. See DWP (2016) Households below average income: 1994/95 to 2014/15, available �HYPERLINK "https://www.gov.uk/government/statistics/households-below-average-income-199495-to-201415"�here� [accessed: 10 December 2016]. This applied to children and working age adults, but not to pensioners. For example, 36% of children and 30% of working age adults in families with one or more disabled members lived in relative poverty after housing costs.


� Material deprivation is a measure of what households can afford, and so better reflects the standard of living than income alone. It is based on responses to eight questions on topics including: a week’s holiday away from home each year, contents insurance, small regular savings and adequate heating. See online data table �HYPERLINK "https://www.equalityhumanrights.com/sites/default/files/ef2.2_material_deprivation_working_age_adults.xls"�EF2.2 �for full details [accessed: 10 December 2016].


� In 2012/13, there was a difference in material deprivation in Great Britain between disabled and non-disabled people, and an increase in material deprivation over time since 2007/08 for both groups. The mean material deprivation score for working age people living in households above the income poverty threshold of 60% of contemporary median income after housing costs for disabled people was 1.7 (cf. 0.8 for non-disabled people). This gap widened over time (in 2007/08 it was 1.4 and 0.7 respectively). See online data table �HYPERLINK "https://www.equalityhumanrights.com/sites/default/files/ef2.2_material_deprivation_working_age_adults.xls"�EF2.2� [accessed: 10 December 2016].


� DWP (2016) Households Below Average Income: An analysis of the income distribution 1994/95–2013/14 June 2015 (United Kingdom), available �HYPERLINK "https://www.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/437246/households-below-average-income-1994-95-to-2013-14.pdf/"�here� [accessed: 10 September 2016].


� While the UK Government has reserved powers in the area of social security, devolved governments have taken separate steps to mitigate the impact of the changes in Scotland and Wales. The Scotland Act 2016 devolved new powers to the Scottish Parliament, see �HYPERLINK "https://www.equalityhumanrights.com/en/our-human-rights-work/monitoring-and-promoting-un-treaties/international-covenant-economic-social"�here� [accessed: 22 August 2016].


� This has reduced disability welfare budgets and changed employment and support arrangements for disabled people, most recently through the Welfare Reform and Work Act (2016).


� The Northern Ireland Executive agreed a welfare reform mitigations strategy, available �HYPERLINK "https://www.executiveoffice-ni.gov.uk/publications/welfare-reform-mitigations-working-group-report"�here� [accessed: 5 August 2016]. However, the mitigations are all time-limited e.g. those recipients of DLA who, after assessment, qualify for PIP but at a reduced rate, are eligible for mitigation payments for one year only.


� Including the closure of the Independent Living Fund (except in Scotland where the Scottish Government has continued to protect eligible users’ awards via the Scottish Independent Living Fund), the transition from DLA to PIP, some measures brought about through Universal Credit, the under-occupation deduction to housing benefit and other measures.


� Social Security Advisory Committee (2014) The Cumulative Impact of Welfare Reform: a commentary, available �HYPERLINK "https://www.gov.uk/government/publications/ssac-occasional-paper-12-the-cumulative-impact-of-welfare-reform-a-commentary"�here�; Welsh Government analysis of welfare reforms on people with protected characteristics, stage 3 research, available �HYPERLINK "http://gov.wales/topics/people-and-communities/welfare-reform-in-wales/analysing-reforms/?lang=en"�here�; EHRC (April 2016) Socio-economic rights in the UK, pp. 20-26, available �HYPERLINK "https://www.equalityhumanrights.com/en/file/18736/download?token=VJ6vr2ia"�here�; House of Lords (24 March 2016) The Equality Act 2010: the impact on disabled people, p.106, para. 368, available �HYPERLINK "http://www.parliament.uk/business/committees/committees-a-z/lords-select/equality-act-2010-and-disability/publications/"�here�; CRPD Committee (2016) Inquiry concerning the UK carried out by the Committee under Article 6 of the Optional Protocol to the Convention, Report, p. 21, available �HYPERLINK "http://tbinternet.ohchr.org/_layouts/treatybodyexternal/Download.aspx?symbolno=CRPD%2fC%2f15%2fR.2%2fRev.1&Lang=en"�here� [accessed: 10 November 2016].


� EHRC (2015) Written evidence submitted by the EHRC on the Welfare Reform and Work Bill, available �HYPERLINK "http://www.publications.parliament.uk/pa/cm201516/cmpublic/welfarereform/memo/wrw85.htm"�here� [accessed: 22 August 2016].


� In its response to the CRPD Committee’s inquiry, the UK Government states that it has ‘published cumulative analysis of the impacts of its tax, welfare and public spending on households’, but acknowledges that ‘This analysis is not broken down into sub-groups, such as disabled people, due to significant modelling limitations to the robustness of such analysis’. See CRPD Committee (2016) Report of the Inquiry Concerning the UK, paras 83-85, available �HYPERLINK "http://tbinternet.ohchr.org/_layouts/treatybodyexternal/Download.aspx?symbolno=CRPD%2fC%2f15%2fR.2%2fRev.1&Lang=en"�here� [accessed: 10 November 2016]; UKIM maintains that such cumulative impact analysis is both feasible and practicable: see Reed, H. and Portes, J. (2014), ‘Cumulative Impact Assessment: A Research Report by Landman Economics and NIESR for the EHRC’, available �HYPERLINK "https://www.equalityhumanrights.com/sites/default/files/research-report-94-cumulative-impact-assessment.pdf"�here� [accessed: 22 August 2016].


� Reed, H. and Portes, J. (2014), ‘Cumulative Impact Assessment: A Research Report by Landman Economics and NIESR for the EHRC, available �HYPERLINK "https://www.equalityhumanrights.com/sites/default/files/research-report-94-cumulative-impact-assessment.pdf"�here� [accessed: 22 August 2016]. It pointed to the significant reductions to working-age welfare, and the high proportion of working-age welfare spent on disabled people, particularly those on low incomes, as the likely reason.


� UKIM also notes that the recent CRPD Committee inquiry report recommended that the UK ‘carry out human rights-based cumulative impact assessment of the whole range of intended measures that would have an impact on the rights of persons with disabilities.’ See note 69, para. 114(a).


� The ILF provided financial support to disabled people to live independently in their homes and participate in education, training and employment. It was available to those receiving the higher rate of Disability Living Allowance and enabled them to access a package of joint Independent Living Fund/local authority care to enable them to live in the local community rather than in residential care.


� DWP (6 March 2014) Decision on the future of the ILF (news article), available �HYPERLINK "https://www.gov.uk/government/news/decision-on-the-future-of-the-ilf"�here.� Also see: House of Commons Library (17 November 2016) The closure of ILF, available �HYPERLINK "http://researchbriefings.parliament.uk/ResearchBriefing/Summary/CBP-7787"�here� [accessed: 10 December 2016].
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� Evidence from local authorities on transition arrangements indicated that most had not ring-fenced ILF funding and some were not planning to do so. See DRUK (8 April 2015) Most councils will not ring-fence ILF resources (news article), available �HYPERLINK "http://www.disabilityrightsuk.org/news/2015/april/most-councils-will-not-ring-fence-ilf-resources"�here� [accessed: 6 September 2016].


� The EHRC has intervened in two Judicial Review cases about the ILF: Stuart Bracking, Paris L'amour, Gabriel Pepper, Anne Pridmore, John Aspinall (by his mother and Litigation Friend Evonne Taylforth) (claimants) v SS for Work & Pensions (defendant) and Equality and Human Rights Commission (Intervener) High Court (Administrative Court); and Pepper and Aspinall v Secretary of State for Work and Pensions.


� Inclusion London (2016) One year on: Evaluating the impact of the closure of the Independent Living Fund, p. 8, available �HYPERLINK "https://www.inclusionlondon.org.uk/campaigns-and-policy/facts-and-information/independent-living-social-care-and-health/ilf-one-year-on/?utm_source=General+list&utm_campaign=d0c46bff2e-June_Newsletter_2016&utm_medium=email&utm_term=0_4da980cbc9-d0c46bff2e-149716677"�here�. See the England supplementary report for further details. See also Jarrett, T. (2016) Local replacements for the Individual Living Fund (ILF). House of Commons Library Briefing Paper Number 7788, available �HYPERLINK "file:///C:\\Users\\rfox\\AppData\\Local\\Microsoft\\Windows\\INetCache\\Content.Outlook\\G2VL0MA2\\researchbriefings.files.parliament.uk\\documents\\CBP-7788\\CBP-7788.pdf"�here� [accessed: 10 January 2017].


� Written statement, Health Minister Simon Hamilton MLA (19 May 2015): ‘New arrangements for the future support of Independent Living Fund users In Northern Ireland’, available �HYPERLINK "https://www.health-ni.gov.uk/publications/dhssps-ministerial-announcements-and-statements-2015"�here� [accessed: 22 August 2016].


� Welfare Weekly (20 May 2015) ‘Northern Ireland Independent Living Fund To Be Administered In Scotland’ (news article), available �HYPERLINK "http://www.welfareweekly.com/northern-ireland-independent-living-fund-to-be-administered-in-scotland/"�here� [accessed: 5 August 2016].


� In England, there have been reductions in the overall number of disabled people receiving LA-funded adult social care support, and of the amount of support received amongst some disabled people still receiving LA support. See: Care Quality Commission (2016) The state of health care and adult social care in England 2015/16, available �HYPERLINK "http://www.cqc.org.uk/content/state-of-care"�here�. Community Care Statistics, Social Services Activity England, National Tables 2014-15 and the tables for 2015-16 show there was a decrease of around 2% in the number of people accessing long term support during the year to 31 March 2016 compared with the previous year. See tables LTS001a in the National Tables �HYPERLINK "http://content.digital.nhs.uk/catalogue/PUB18663"�here� and �HYPERLINK "https://www.gov.uk/government/statistics/community-care-statistics-social-services-activity-england-2015-to-2016-report"�here�. See also: Brawn et al (January 2013) The other care crisis: Making social care funding work for disabled adults in England, available �HYPERLINK "http://www.scope.org.uk/Scope/media/Documents/Publication%20Directory/The-other-care-crisis-1.pdf?ext=.pdf"�here� [accessed: 5 January 2017].


In Wales, most adult care services provided reasonable care, but in a number of cases the quality of care was not acceptable. In addition, the volume and complexity of need is increasing, while local authority and health board budgets are being squeezed. See: Care and Social Service Inspectorate Wales (2016) Improving adult care, childcare and social services in Wales. Chief Inspector’s Annual Report Improving adult care, childcare and social services in Wales, 2014-2015, available �HYPERLINK "http://cssiw.org.uk/our-reports/annual-reports/2014-2015/?lang=en"�here� [accessed: 5 January 2017].


In Scotland, disabled people have reported that the system is in crisis and services are failing to deliver the social care needed. See ILiS (Dec 2015) Briefing on social care funding in Scotland, available �HYPERLINK "http://www.ilis.co.uk/uploads/docs/ILiS%20briefing%20on%20social%20care%20funding_Dec%2015.pdf"�here�. The Scottish Government has committed to delivering reforms to adult social care and the voices of experiences of disabled people and their organisations being at the centre of these reforms see Delivery Plan to 2021, available �HYPERLINK "http://www.gov.scot/Publications/2016/12/3778"�here� [accessed: 12 January 2017].


In Northern Ireland there are similar concerns. Disabled people are concerned that reform of health and social care system is focused on cost savings and will result in reduced services. Byrne et al (May 2014) Shortfalls in public policy and programme delivery in Northern Ireland relative to the Articles of the UNCRPD, available �HYPERLINK "http://www.equalityni.org/ECNI/media/ECNI/Publications/Delivering%20Equality/RES1314-05_UNCRPD_Final-Report-v1_-130614.pdf"�here� [accessed: 10 October 2016].  


� In GB local authorities can charge for adult social care services. For England and Wales see DRUK factsheet, available �HYPERLINK "http://www.disabilityrightsuk.org/charging-community-care"�here�. For Scotland, see COSLA guidance, available �HYPERLINK "http://www.cosla.gov.uk/about/how-we-work/health-and-social-care/charging/care-home"�here� [accessed: 10 October 2016].  


� Citizens Advice Northern Ireland social care and support advice, available �HYPERLINK "https://www.citizensadvice.org.uk/nireland/relationships/looking-after-people/social-care-and-support-ni/"�here� [accessed: 10 October 2016].  
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� Employment and Support Allowance (ESA) is designed to cover day to day living costs for disabled people or those with a health condition who are unable to work. A person must undergo a WCA to determine whether they have a limited capacity for work and if they are capable of ‘work-related activity’.


� Kennedy et al (2016) Welfare Reform and disabled people. House of Commons Briefing Paper 7571, 25 April, p. 7 available �HYPERLINK "http://researchbriefings.parliament.uk/ResearchBriefing/Summary/CBP-7571"�here� [accessed: 16 August 2016].
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� Conservative Party Manifesto (2015), available �HYPERLINK "https://www.conservatives.com/manifesto"�here�; Lords Chamber debate (25 January 2016) Welfare Reform and Work Bill, available �HYPERLINK "https://hansard.parliament.uk/Lords/2016-01-25/debates/1601253000885/WelfareReformAndWorkBill"�here� [accessed: 24 November 2016]. The UK Government has a commitment to bring approximately 1.2 million disabled people into work by 2020.
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� Employment support programmes were devolved to Scotland as part of the most recent devolution settlement. The Scottish Government recently identified 22 actions to improve the employment of disabled people. Scottish Government (2016) A Fairer Scotland for disabled people, available �HYPERLINK "http://www.gov.scot/Publications/2016/12/3778/downloads"�here� [accessed 10 January 2017].


� EHRC research in 2012 found that disabled people and employers were unclear about their rights and obligations with some employers regarding reasonable adjustments as discretionary: EHRC (2012) Working better: the perfect partnership – workplace solutions for disabled people and businesses, available �HYPERLINK "https://www.equalityhumanrights.com/en/publication-download/working-better-perfect-partnership-workplace-solutions-disabled-people-and"�here�. More recently the EHRC reported that a quarter of disability discrimination-related helpline enquiries concern failures to make reasonable adjustments in employment: EHRC (2016) response to the report of the House of Lords Select Committee on the Equality Act 2010 and disability, available �HYPERLINK "https://www.equalityhumanrights.com/sites/default/files/ehrc-response-to-lords-select-committee-equality-act-and-disability-july-2016.pdf"�here� [accessed 4 January 2017].


� Disabled adults consider that appropriate support or adaptations, particularly opportunities for flexible working and reduced working hours would have helped them stay in work: Meager and Higgins (2011) Disability and Skills in a Changing Economy, available �HYPERLINK "http://www.oph.fi/download/140962_equality-disability.pdf"�here.� A 2016 report concluded that the focus of support and existing programmes has been on those in work, rather than supporting work retention: Gardiner, L. and Gaffney, D. (2016) Retention Deficit: A New Approach to Boosting Employment for People with Health Problems and Disabilities, available �HYPERLINK "http://www.resolutionfoundation.org/wp-content/uploads/2016/06/Retention-deficit.pdf"�here� [accessed: 30 September 2016].


� Davidson, J. (2011) A qualitative study exploring employers’ recruitment behaviour and decisions: small and medium enterprises, available �HYPERLINK "https://www.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/214529/rrep754.pdf"�here� [accessed: 10 January 2017].
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England: In 2014/15, 90% of all apprenticeship were started by learners without any learning difficulty or disability. In contrast, 9% of apprenticeship starters were disabled learners (1% not known); an increase of 16% since 2013/14. SFA and BIS (2016) Statistical data set: FE data library: apprenticeships, available �HYPERLINK "https://www.gov.uk/government/statistical-data-sets/fe-data-library-apprenticeships"�here�. 


Wales: In 2014/15, 98.6% of all apprenticeships were started by learners without any learning difficulty or disability. In contrast, 1.3% of apprenticeships were started by disabled learners. StatsWales (2016) Further education, work-based learning and community learning statistics: Unique learners in work-based learning provision by age group, gender and programme type, available �HYPERLINK "https://statswales.gov.wales/Catalogue/Education-and-Skills/Post-16-Education-and-Training/Further-Education-and-Work-Based-Learning/Learners/Work-Based-Learning/uniquelearnersworkbasedlearning-by-age-gender-programmetype"�here.� Estyn identified the barriers that prevent learners with disabilities from engaging in apprenticeship programmes, including lack of awareness of apprenticeships by parents, and employers and learners themselves. Estyn (2015) Breaking down barriers to apprenticeship October 2015, available �HYPERLINK "https://www.estyn.gov.wales/sites/default/files/documents/Breaking%20down%20barriers%20to%20apprenticeship.pdf"�here� [accessed: 10 October 2016].


� Adams, L. and Oldfield, K. (2012) Opening Up: The Views of Disabled People and People with Long-term Health Conditions. EHRC. Research Report No. 77, available �HYPERLINK "http://www.equalityhumanrights.com/uploaded_files/research/rr77_opening_up_work.pdf"�here� [accessed: 30 September 2015]; and 


Coleman, N., Sykes, W. and Groom, C. (2013), ‘Barriers to employment and unfair treatment at work: A quantitative analysis of disabled people’s experiences’. EHRC, available �HYPERLINK "https://www.equalityhumanrights.com/en/publication-download/researchreport-88-barriers-employment-and-unfair-treatment-work-quantitative"�here� [accessed: 14 July 2016].


� Gross median hourly pay at 2015/16 prices decreased from £10.80 per hour to £9.90 per hour for disabled people between 2010/11 and 2015/16, but only from £11.50 per hour to £11.40 per hour for non-disabled people. See EHRC (forthcoming, 2017) Being disabled in Britain and associated data table EG2.2 [accessed: 1 February 2017].


� Legal aid is divided into Legal Help (advice and assistance) and Civil Representation (representation by solicitors and barristers).


� House of Commons Justice Select Committee (12 March 2015) Impact of changes to civil legal aid under Part 1 of the Legal Aid, Sentencing and Punishment of Offenders Act 2012, available �HYPERLINK "https://www.publications.parliament.uk/pa/cm201415/cmselect/cmjust/311/311.pdf"�here� [accessed: 24 September 2016]. Evidence indicates that removing welfare benefits (with some exceptions), private family law cases (such as contact or divorce)  and most housing cases from the scope of legal aid has had a negative impact on disabled people’s access to justice. For example:


• The UK Government has recognised that individuals bringing welfare benefit cases are more likely to report being disabled than the civil legal aid client base as a whole.  Following the changes, the number of debt, employment and welfare benefits advice cases fell by over 99%. 


• The reduction in legal aid support for private family law cases has reportedly had an impact on disabled people, because mental health conditions feature in a substantial minority of family disputes. 


• The over-representation of disabled people in social housing compared with the adult population as a whole means they face a disproportionate impact from the exclusion of most housing cases. The Government’s equality impact assessment included statistics that showed potential adverse impacts on disabled people.


� Sometimes legal aid can be granted for cases outside of the scope of LASPO. This is known as exceptional case funding (ECF).  It can be made available where necessary to avoid a breach of an individual’s Convention rights under the Human Rights Act (1998) or under enforceable EU rights.  However, very few ECF applications are approved (5% were granted in the first year i.e. April 2013-March 2014). See: Ministry of Justice, Legal aid statistics: April to June 2016, available �HYPERLINK "https://www.gov.uk/government/statistics/legal-aid-statistics-april-to-june-2016"�here� [accessed: 10 October 2016]. This suggests that the application process is too demanding and the eligibility criteria too strictly interpreted. Furthermore, although the Government expected to receive 5,000-7,000 applications each year, only 1,300 on average are submitted.


See: Amnesty International (2016) Cuts that hurt: the impact of legal aid cuts in England on access to justice, available �HYPERLINK "https://www.amnesty.org/en/documents/eur45/4936/2016/en/"�here� [accessed: 10 December 2016].


� From over 134,486 grants from January to March 2013 (before the relevant provisions came in) to 41,428 grants in the next quarter (April-June 2013): Ministry of Justice, Legal Aid Statistics: October to December 2015, available �HYPERLINK "https://www.gov.uk/government/statistics/legal-aid-statistics-october-to-december-2015"�here�. This trend has continued, with less than 38,099 grants between April and June 2016: Ministry of Justice, Legal aid statistics: April to June 2016, available �HYPERLINK "https://www.gov.uk/government/statistics/legal-aid-statistics-april-to-june-2016"�here� [accessed: 10 October 2016].


� EHRC (2015) Equality, human rights and access to civil law justice: a literature review, available �HYPERLINK "https://www.equalityhumanrights.com/sites/default/files/research-report-99-equality-human-rights-and-access-to-civil-law-justice.pdf"�here�; Amnesty International (2016) Cuts that hurt: the impact of legal aid cuts in England on access to justice, available �HYPERLINK "https://www.amnesty.org/en/documents/eur45/4936/2016/en/"�here� [accessed: 10 December 2016]. Also, see the supplementary England report.


� Including legal aid changes, freezes to legal aid rates and increased administrative controls, which have led many law firms to stop doing legal aid work.


� The Law Society (27 July 2016) Lack of housing legal aid services is leading to nationwide advice deserts (press release), available �HYPERLINK "http://www.lawsociety.org.uk/news/press-releases/lack-of-housing-legal-aid-services-is-leading-to-nationwide-advice-deserts/"�here� [accessed: 16 August 2016].


� In Scotland, Employment Tribunals are being devolved to the Scottish Courts and Tribunal Service and the Scottish Government has committed to abolishing fees. See: Scottish Government (2015) A Stronger Scotland: The Government’s Programme for Scotland 2015-16, available �HYPERLINK "http://www.gov.scot/Resource/0048/00484439.pdf"�here� [accessed: 15 August 2016].


� 63% reduction in disability discrimination complaints since 2013: MOJ (2016) Tribunals and gender recognition statistics, available �HYPERLINK "https://www.gov.uk/government/statistics/tribunals-and-gender-recognition-certificate-statistics-quarterly-january-to-march-2016"�here� [accessed: 15 August 2016].


� E.g. Citizens Advice Bureau (2014) One year on from the introduction of fees to access the Employment Tribunal, available �HYPERLINK "https://www.citizensadvice.org.uk/global/migrated_documents/corporate/et-fees-survey-briefing-final-july-2014--2-.pdf"�here� and TUC (2014) At what price justice? The impact of Employment Tribunal fees, available �HYPERLINK "https://www.tuc.org.uk/sites/default/files/TUC_Report_At_what_price_justice.pdf"�here� [accessed: 15 August 2016].


� Evidence suggests that fees also serve as a barrier to early conciliation because there is no incentive for employers to settle in cases where the claimant may not be able to afford the fee: House of Commons Justice Committee (June 2016) Courts and tribunals fees Second Report of Session 2016-17, available �HYPERLINK "http://www.publications.parliament.uk/pa/cm201617/cmselect/cmjust/167/167.pdf"�here�. 47% of respondents to a survey said they would need to save all their discretionary income for six months to afford the fee for a discrimination claim: Citizens Advice Bureau (2014) One year on from the introduction of fees to access the Employment Tribunal, available �HYPERLINK "https://www.citizensadvice.org.uk/global/migrated_documents/corporate/et-fees-survey-briefing-final-july-2014--2-.pdf"�here� [accessed: 15 August 2016].


� Along with ethnic minorities, women and young people.


� Because they are more likely to fall into the lower income brackets. See: Ministry of Justice (2012) Charging fees in Employment Tribunals and the Employment Appeal Tribunal: Government Response (including Equality Impact Assessment), available �HYPERLINK "https://consult.justice.gov.uk/digital-communications/et-fee-charging-regime-cp22-2011/results/et-fees-response-eia.pdf"�here� [accessed: 15 August 2016].


� Trott (2012) Are tribunal and EAT fees a price worth paying? in IDS Employment Law Brief, Vol. 947, available �HYPERLINK "https://ids.thomsonreuters.com/sites/default/files/idsbrief_0947.pdf"�here� [accessed: 15 August 2016].


� Gallo v Bombardier Aerospace UK [2016] NICA 25, para. 61, Tribunal, see �HYPERLINK "https://www.courtsni.gov.uk/en-GB/Judicial%20Decisions/PublishedByYear/Documents/2016/%5b2016%5d%20NICA%2025/j_j_GIL9979Final.htm"�here�. The Northern Ireland Court of Appeal found that the applicant did not receive a fair procedural hearing. It noted that the Tribunal did not have regard to the Equality Treatment Benchbook (ETBB), and failed to take properly into account his disability: ‘it is a matter of great concern that no reference appears to have been made to the ETBB by the [Industrial Tribunal]...We have formed the clear impression that the ETBB does not appear to be part of the culture of these hearings’. The ETBB, which was published by the Judicial College in England and Wales, inter alia sets out adjustments to court or trial procedures which may be required to accommodate the needs of persons with disabilities.


� Disability discrimination in the provision of school education cases go to the Special Educational Needs Tribunal in England, Wales and Northern Ireland and the Additional Support Needs Tribunal in Scotland.


� The County Court in England and Wales is empowered to award all remedies available in the High Court including damages for any loss and compensation for injury to feelings. The Sheriff Court in Scotland has the power to make any order which could be granted by the Court of Session, including compensation for injury to feelings.


� It stated that ‘it is committed to inclusive education of children with disabilities and young people and the progressive removal or barriers to learning and participation in mainstream education.’ See: Department for Education, Special Educational Needs and Disability Code of Practice 0-25 years, 2015, available �HYPERLINK "https://www.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/398815/SEND_Code_of_Practice_January_2015.pdf"�here� [accessed: 15 August 2016].


� Which emphasises that ‘the General Education System in the UK includes mainstream and special schools, which the UK Government understands is allowed under the Convention’. See: Convention on the Rights of Persons with Disabilities, Status as at 17-07-2015, �HYPERLINK "https://treaties.un.org/Pages/ViewDetails.aspx?src=TREATY&mtdsg_no=IV-15&chapter=4&lang=en"�here� [accessed: 15 August 2016].


� ODI (2011) UK Initial Report on the UNCPRD, available �HYPERLINK "https://www.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/345120/uk-initial-report.pdf"�here� [accessed: 15 August 2016].


� For instance, there is no explanation of how the role of special schools is diminishing over time as mainstream schools become progressively more inclusive, including through the increased co-location of specialist and mainstream provision.


� CSIE (2014) Contrasting responses to diversity: school placement trends 2007-2013 for all local authorities in England, available �HYPERLINK "http://www.csie.org.uk/resources/current.shtml" \l "trends2014"�here� [accessed: 15 August 2016]. The report presents school placement trends (i.e. the proportion of children placed in special schools or other separate sections) for all local authorities in England for the years 2007 to 2013. See the England supplementary report for more information.


� BBC news (8 March 2016) ‘Special needs: Nursery hours for children to be cut’ (news article) available �HYPERLINK "http://www.bbc.co.uk/news/uk-northern-ireland-35750654"�here�; Irish News (8 March 2016) ‘Education authority to review special needs pre-school cuts’ (news article), available �HYPERLINK "http://www.irishnews.com/news/educationnews/2016/03/09/news/education-authority-to-review-special-needs-pre-school-cuts-443893/"�here.� BBC news (16 March 2016) ‘Special needs: Proposed nursery hours cut suspended’ (news article), available �HYPERLINK "http://www.bbc.co.uk/news/uk-northern-ireland-35823283"�here�.  BBC news (15 June 2016) ‘Special school: Education Authority apologises to parents over plans to cut hours’ (news article), available �HYPERLINK "http://www.bbc.co.uk/news/uk-northern-ireland-36534305"�here� [accessed 24 September 2016].


� These include: (i) A limited time to deliver any planned education activities after a pupils ‘medical and complex needs’ and other needs including ‘nappy changes’ are addressed; (ii) Less time to help children exhibiting ‘severe to challenging behaviour’; (iii) No time to help children learn feeding skills, as under the new model ‘children are unable to stay for lunch’; (iv) Restricting delivery of speech and language therapy, physiotherapy and occupational therapy to children.


� �HYPERLINK "http://www.bbc.co.uk/news/uk-northern-ireland-35823283;%20BBC"�BBC� News (3 June 2016) ‘Education Authority “misled Stormont committee” over pre-school provision’ (news article), available �HYPERLINK "http://www.bbc.co.uk/news/uk-northern-ireland-36440310"�here� [accessed 24 September 2016].


� England: Department for Education (2012) Exclusion from maintained schools, academies and pupil referral units in England, available �HYPERLINK "https://www.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/269681/Exclusion_from_maintained_schools__academies_and_pupil_referral_units.pdf"�here� [accessed: 15 August 2016].


Wales: Welsh Government (2015) Exclusion from Schools and Pupils Referral Units, available �HYPERLINK "http://gov.wales/docs/dcells/publications/010415-exclusion-from-schools-and-pupil-referral-units-en.pdf"�here� [accessed: 15 August 2016].


Scotland: A national working group was established in 2014 to update the Scottish Government's (2011) previous guidance on managing school exclusions.


� England: The exclusion rate decreased for pupils with special educational needs (SEN) between 2010/11 (135.2 exclusions per thousand) and 2014/15 (130.8 per thousand), reflecting an overall decrease across all pupils. The exclusion rate for pupils with no identified SEN increased during this time (from 19.4 per thousand to 22.9 per thousand). This led to a narrowing of the gap between pupils with SEN and those with no identified SEN, but the exclusion rate in 2014/15 for pupils with SEN remained more than 5 times higher compared to pupils with no identified SEN.


Wales: the rate for both pupils with SEN and those with no identified SEN decreased between 2011/12 and 2014/15. Pupils with SEN saw a greater decrease (from 90.9 per thousand to 83.8 per thousand) which led to a narrowing of the gap between pupils with SEN and those with no identified SEN. Despite this, the exclusion rate in 2014/15 for pupils with SEN remained around seven times as high as pupils with no identified SEN (12.0 per thousand).


Scotland: the exclusion rate for pupils with ASN and without ASN decreased between 2009/10 and 2014/15. Pupils with ASN saw a greater decrease (from 174.3 per thousand to 69.0 per thousand) which led to a narrowing of the gap between pupils with any ASN and those with no ASN. However, the exclusion rate in 2014/15 for pupils with ASN remained more than four times higher than for those with no ASN (16.1 per thousand).�Note that rates for the three GB countries are not comparable. For further details see: EHRC (forthcoming, 2017) Being disabled in Britain and associated data table CE2.10.


� Shaw et al (February 2016) Special educational needs and their links to poverty, available �HYPERLINK "https://www.jrf.org.uk/report/special-educational-needs-and-their-links-poverty"�here.�


� In X v Governors of a School [2015] the Upper Tribunal decided that it was not discriminatory for a school to exclude a six year old child because of her tendency to physically abuse others. It confirmed that such a tendency is excluded from the definition of disability under the Equality Act 2010 (see Regulation 4(1) of the Equality Act 2010 (Disability) Regulations 2010) even if it arises as a result of a disability such as autism, and regardless of whether the person concerned is an adult or a child. UKIM is concerned about this exclusion and that it may have a negative impact on disabled children if reflected in the DfE’s Mental Health and Behaviour in Schools guidance due in March 2017.


� This concern was also raised in: House of Lords Select Committee on the Equality Act 2010 and Disability, The Impact of the Equality Act 2010 on Disability, March 2016, available �HYPERLINK "http://www.publications.parliament.uk/pa/ld201516/ldselect/ldeqact/117/117.pdf"�here� [accessed: 5 August 2016].


� In 2015/16, a greater proportion of disabled 16-18 year olds were NEET compared with non-disabled in GB (13.2% cf. 5.8%), England (12.6% cf. 5.7%), Wales (17.9% cf. 6.7%) and Scotland (17.2% cf. 6.9%). A high percentage of disabled people with mental health conditions were NEET in 2015/16: in GB (20.3%), England (18.9%), Wales (27.7%), and Scotland (28.8%) compared with non-disabled people. See EHRC (forthcoming, 2017) Being disabled in Britain and associated data table CE1.7 [accessed: 1 February 2017].


In Northern Ireland, research suggests that the process of transition from school to further education or employment and from child to adult health and social care services is often inadequate. See: Regulation Quality and Improvement Authority (2013) A Baseline Assessment and Review of Community Services for Adults with a Learning Disability, p. 36, available �HYPERLINK "http://www.rqia.org.uk/publications/rqia_reviews.cfm"�here� [accessed: 15 August 2016].


� BIS (2015), ‘Consultation on targeting funding for disabled students in higher education from 2016/17 onwards’, available �HYPERLINK "http://www.gov.uk/government/consultations/disabled-students-in-higher-education-funding-proposals"�here�. See also: Department for Business, Innovation and Skills (12 September 2014), Written Statement to Parliament, Higher education: student support – changes to Disabled Students' Allowances (DSA), available �HYPERLINK "http://www.gov.uk/government/speeches/higher-education-student-support-changes-to-disabled-students-allowances-dsa--2"�here� [accessed: 15 August 2016].


� Including most non-medical support provisions, and the additional costs of specialist accommodation other than in exceptional circumstances.


� Parliament (2015) ‘Disabled Students' Allowances: written statement – HCWS347’, available �HYPERLINK "http://www.parliament.uk/business/publications/written-questions-answers-statements/written-statement/Commons/2015-12-02/HCWS347/"�here�.


� Indicated by the UK Government’s equality analysis: Department for Business, Innovation and Skills (2015) Disabled Students’ Allowances Consultation: Equality Analysis, available �HYPERLINK "http://www.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/481527/bis-15-658-disabled-students-allowances-equality-analysis.pdf"�here� [accessed: 15 August 2016].


� Around a quarter of all children with additional support needs (ASN) are assessed or declared as disabled. In 2015, 24% of all children with additional support needs were assessed or declared as disabled: Scottish Government (2015) Summary Statistics for Schools in Scotland, available �HYPERLINK "http://www.gov.scot/Topics/Statistics/Browse/School-Education/TrendSpecialEducation"�here� [accessed: 15 August 2016].


� In 2016, 9.5% of pupils with ASL were assessed or declared as disabled. Scottish Government, High Level Summary of Statistics Trend December 2016 ASL update, available �HYPERLINK "http://www.gov.scot/Topics/Statistics/Browse/School-Education/TrendSpecialEducation"�here� [accessed: 15 August 2016].


� Age of Legal Capacity (Scotland) Act 1991.


� England:  In 2014/15 the overall proportion of children with SEN who achieved at least 5 A*-C GCSEs, including English and Mathematics, at the end of Key Stage 4 was 20.0%, compared with 64.2% for children without SEN. 


Wales: In 2014/15 the overall proportion of children with SEN aged 15 at the start of the academic year who achieved at least 5 A*-C GCSEs, including English or Welsh First Language and Mathematics, was 23.3%, compared with 69.5% for children without SEN. 


Scotland: In 2014/15 the overall proportion of children with ASN who achieved at least 1 Award at SCQF level 5 or better by the time they left school was 60.7%, compared with 90.3% for children without ASN: EHRC (forthcoming, 2017) Being disabled in Britain and associated data table CE1.5 [accessed: 5 January 2017].�Northern Ireland: research found that students with SEN or a disability have lower attainment levels than students without any SEN or disability and are less likely to go on to higher education. The lower attainment of students with SEN or a disability is a persistent inequality. Burns et al (March 2015) Education inequalities in Northern Ireland, available �HYPERLINK "http://www.equalityni.org/ECNI/media/ECNI/Publications/Delivering%20Equality/EducationInequality-FullReportQUB.pdf"�here� [accessed: 15 August 2016].


� England: In 2014, 28.2% of disabled adults reported their current health status as bad or very bad, compared with 0.9% of non-disabled adults and for adults with an impairment affecting learning, understanding or concentrating the figure was higher at 40%.�Scotland: Combining data from 2013 and 2014, 25.1% of adults described their current health as bad or very bad, compared with 0.5% of non-disabled adults.�Wales: Combining data from 2013 and 2014, 17.0% of adults described their current health as bad, compared with 0.4% of non-disabled adults.�See EHRC (forthcoming, 2017) Being disabled in Britain and associated data table EB2.1.


� UK/GB: The life chances of people with mental health problems are greatly reduced compared with the general population. On average, men with mental health problems die 20 years earlier, and women die 15 years earlier, than the general population; the majority of deaths in this group arise from preventable causes and could have been avoided by timely medical intervention: BMA (2014) Recognising the importance of physical health in mental health and intellectual disability: Achieving parity of outcomes, available �HYPERLINK "http://bma.org.uk/working-for-change/doctors-in-the-nhs/mental-health-parity-report"�here� [accessed: 15 September 2015].


England: Research found that, on average, learning disabled men and women died 13 years and 20 years earlier, respectively, than men and women in the general population. In total 22% of learning disabled people were under 50 years old when they died. Contributing factors included delays in diagnosis, investigation and specialist referral, fragmented care and lack of reasonable adjustments to facilitate healthcare. Norah Fry Research Centre (2013) Confidential Inquiry into premature deaths of people with learning disabilities, available �HYPERLINK "http://www.bris.ac.uk/media-library/sites/cipold/migrated/documents/finalreportexecsum.pdf"�here.�  See also: Heslop P. et al (2013) Confidential Inquiry into Premature Deaths of People with Learning Disabilities (CIPOLD). Final report, available �HYPERLINK "http://www.bristol.ac.uk/media-library/sites/cipold/migrated/documents/fullfinalreport.pdf"�here� [accessed: 15 September 2015].


Scotland: Scottish Government (2012) Mental Health Strategy for Scotland, available �HYPERLINK "http://www.gov.scot/Publications/2012/08/9714"�here.�


Northern Ireland: Department of Health, Social Services and Public Safety (2012): Fit and Well – Changing Lives – A Ten Year Public Health Strategic Framework for Northern Ireland 2012-2022. A Consultation Document’), p. 48, available �HYPERLINK "http://www.rcpe.ac.uk/fit-and-well-changing-lives-2012-2022-10-year-public-health-strategic-framework-northern-ireland"�here.� See also: Black (2013) ‘Health inequalities and people with a learning disability’, available �HYPERLINK "http://www.niassembly.gov.uk/Documents/RaISe/Publications/2013/health/13413.pdf"�here� [accessed: 15 August 2016].


� England: people with learning disabilities, mental health problems and dementia often experience late recognition of terminal illness and late, if any, access to palliative care: Care Quality Commission (2016) A Different Ending: Addressing inequalities in end of life care, available �HYPERLINK "https://www.cqc.org.uk/sites/default/files/20160505%20CQC_EOLC_OVERVIEW_FINAL_3.pdf"�here� [accessed: 15 August 2016].


Scotland: A recent inquiry found that people with learning disabilities are one of the marginalised groups least likely to access palliative care: Health and Sport Committee (2015) We need to talk about palliative care, available �HYPERLINK "http://www.parliament.scot/parliamentarybusiness/CurrentCommittees/94230.aspx"�here� [accessed: 15 August 2016].


� England: a government-sponsored Independent Mental Health Taskforce concluded in 2016 that mental health hasn’t been given equal priority to physical health, resulting in underfunding and insufficient qualified staff, contributing to three-quarters of people with mental health problems receiving no or inadequate  support from health services. Mental Health Taskforce to the NHS in England (February 2016) The Five Year Forward View For Mental Health, available �HYPERLINK "https://www.england.nhs.uk/wp-content/uploads/2016/02/Mental-Health-Taskforce-FYFV-final.pdf"�here� [accessed: 15 August 2016].


Scotland: Data from NHS Scotland shows that expenditure on psychiatric services has remained fairly constant since 2008. However, NHS employees have reported experiencing cuts to funding for specific services, resulting in closure of some services or services operating with reduced funding meaning cuts to staff and limitations to the number of people supported. See Mental Health Foundation, VOX Scotland and Scottish Government (2016) A Review of Mental Health Services in Scotland: Perspectives and Experiences of Service Users, Carers and Professionals available �HYPERLINK "https://www.mentalhealth.org.uk/sites/default/files/Commitment%20One%20Report,%20January%202016.pdf"�here� [accessed: 15 August 2016].


Northern Ireland: a 2015 report found that, between 2008 and 2014, actual spend on mental health services by Health & Social Care Trusts was around 25% less than had been projected. See Wilson et al (2015): Regress? React? Resolve?: An evaluation of mental health service provision in Northern Ireland, available �HYPERLINK "http://pure.qub.ac.uk/portal/files/17051927/Regress_React_Resolve.pdf"�here�; Commission on Acute Adult Psychiatric Care (June 2016) ‘Building on progress: achieving parity for mental health in Northern Ireland – Final Report’, p. 64, available �HYPERLINK "http://www.rcpsych.ac.uk/pdf/Building_on_Progress_CAAPC_Report_NI_June_2016.pdf"�here� [accessed: 15 August 2016].


� England: Only a quarter of all those with mental ill-health are receiving treatment, compared with the vast majority of those with physical health problems. See: Centre for Economic Performance (2012) How mental illness loses out in the NHS, available �HYPERLINK "http://cep.lse.ac.uk/pubs/download/special/cepsp26.pdf"�here� [accessed: 15 September 2015].


There are particular delays in accessing psychological therapies and child and adolescent mental health services. See: England: Mental Health Taskforce to the NHS in England (February 2016) The Five Year Forward View For Mental Health, available �HYPERLINK "https://www.england.nhs.uk/wp-content/uploads/2016/02/Mental-Health-Taskforce-FYFV-final.pdf"�here� [accessed: 15 August 2016].


Scotland: Despite the introduction of a waiting times target in 2010 to ensure that by 2014 a person could access psychological therapies within 18 weeks, the majority of Health Boards in Scotland failed to meet this target. See SAMH (2016) Talking it Out: Psychological Therapies in Scotland, available �HYPERLINK "https://www.samh.org.uk/media/465573/talkingitout.pdf"�here�. The Scottish Government set a standard for the NHS in Scotland to deliver a maximum wait of 18 weeks to start treatment from December 2014. This standard is only being met for 84.2% of patients. See Child and Adolescent Mental Health Services, Waiting Times in NHS Scotland, 7 June 2016, available �HYPERLINK "https://isdscotland.scot.nhs.uk/Health-Topics/Waiting-Times/Publications/2016-06-07/2016-06-07-CAMHS-Report.pdf"�here� [accessed: 15 August 2016].


� England: only 14% of people surveyed felt the care they received was the right response to their needs and helped resolve their crisis; many services were failing to meet people’s needs and lacked basic respect, warmth and compassion; and wide variations in the help, care and support available, depending on where a person in crisis lived, and on what part of the system they came into contact with. Care Quality Commission, (June 2015) Right here, right now: People’s experiences of help, care and support during a mental health crisis, available �HYPERLINK "http://www.cqc.org.uk/sites/default/files/20150630_righthere_mhcrisiscare_full.pdf"�here� [accessed: 15 August 2016].


Scotland: evidence has found a ‘range of unmet needs’ in Intensive Psychiatric Care Units. These include a lack of activities, rehabilitation or a therapeutic environment; a ‘one size fits all’ approach to risk management and a lack of opportunities for meaningful involvement in the care process. NHS Quality Improvement Service (2010) ‘Intensive Psychiatric Care Units: overview report’ [accessed: 15 August 2016].


� Committee on the Rights of the Child (July 2016) Concluding observations on the fifth periodic report of the United Kingdom of Great Britain and Northern Ireland, available �HYPERLINK "http://tbinternet.ohchr.org/_layouts/treatybodyexternal/Download.aspx?symbolno=CRC/C/GBR/CO/5&Lang=En"�here� [accessed: 15 August 2016].


� In 2014, there were 16.5 suicides per 100,000 population in NI, followed by Scotland (14.5 deaths per 100,000), England (10.3 deaths per 100,000) and Wales (9.2 deaths per 100,000). However the number of suicides in Northern Ireland decreased from 303 deaths in 2013 to 268 deaths in 2014. See: Office for National Statistics Suicides in the UK: 2014 Registrations, available �HYPERLINK "http://www.ons.gov.uk/peoplepopulationandcommunity/birthsdeathsandmarriages/deaths/bulletins/suicidesintheunitedkingdom/2014registrations"�here� [accessed: 6 August 2016].


One factor which is broadly accepted to have contributed to the prevalence of mental health problems amongst the general population in Northern Ireland is the history of violent conflict. See: Oral Statement by Chief Constable of the PSNI to the Northern Ireland Affairs Committee of the House of Commons; Hansard Script 24 January 2012 HC 877-I; Bamford Centre for Health & Wellbeing, the Northern Ireland Centre for Trauma & Transformation and Compass (2011) ‘Troubled consequences: A report on the mental health impact of the civil conflict in Northern Ireland’, available �HYPERLINK "http://icrt.org.uk/wp-content/uploads/2012/11/2012-Dec-Troubled-Consequences.pdf"�here� [accessed: 6 August 2016].


A revised suicide prevention strategy is currently the subject of a public consultation exercise. Department of Health (September 2016): ‘Protect Life 2: a draft strategy for suicide prevention in the north of Ireland’, available �HYPERLINK "https://www.health-ni.gov.uk/consultations/protect-life-2-strategy-suicide-prevention-north-ireland"�here� [accessed 6 August 2016]. In the interim, the Department continued to work to the previous strategy. See: Committee for Health Social Services and Public Safety (2 March 2016) Protect Life Strategy: DHSSPS and Public Health Agency: Official Report, available �HYPERLINK "http://data.niassembly.gov.uk/HansardXml/committee-17620.pdf"�here� [accessed: 15 August 2016].


� Healthcare Quality Improvement Partnership (October 2016) National Confidential Inquiry into Suicide and Homicide by People with Mental Illness: Annual Report and 20-year Review, p. 45, available �HYPERLINK "http://research.bmh.manchester.ac.uk/cmhs/research/centreforsuicideprevention/nci/reports/2016-report.pdf"�here� [accessed: 10 December 2016].


� Department of Health NI (September 2016) ‘Protect Life 2 – A Strategy for Suicide Prevention in the north of Ireland’, available �HYPERLINK "https://www.health-ni.gov.uk/consultations/protect-life-2-strategy-suicide-prevention-north-ireland"�here� [accessed: 10 October 2016]. The draft strategy was consulted upon in 2016.


� England: despite a commitment from the UK Government to move most people with a learning disability out of psychiatric hospitals and into community-based support following a serious case review (see: Department of Health (2012) Transforming care: A national response to Winterbourne View Hospital, Final Report, available here), there were 2,650 people with learning disabilities and/or autism receiving inpatient care in psychiatric hospitals, 895 of whom had been inpatients for over five years (Learning Disability Statistics – Annual Overview, England 2015-2016, NHS Digital 2016, available �HYPERLINK "https://www.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/213215/final-report.pdf"�here�). For a recent review of care and support for children and young people with complex needs involving mental health, learning disabilities and/or autism, see Lenehan (January 2017). These are our children: a review by Dame Lenehan, available �HYPERLINK "https://www.gov.uk/government/publications/lenehan-review-into-care-of-children-with-learning-disabilities"�here� [accessed: 3 February 2017].


Wales: there were 117 resident patients with a learning disability in mental health hospitals and units in 2016 and 74 patients (63%) had been resident for two years or more. See: Welsh Government (2016) ‘Measuring the health and wellbeing of a nation. Public Health Outcomes Framework for Wales, available �HYPERLINK "http://gov.wales/docs/phhs/publications/160329frameworken.pdf"�here�.


Scotland: people with learning disability or disabled people with autism experienced delays in accessing appropriate community services and were likely to have longer stays in hospital than other mental health patients. See: MWC, 2016. Visit and monitoring report. No through road: People with learning disabilities in hospital, available �HYPERLINK "http://www.mwcscot.org.uk/media/296413/no_through_road.pdf"�here�.  In Scotland, the average (median) number of days since admission for patients with a Learning Disability was 759 days (around 2 years and one month). The compares with 129 days (around 4 months) for non-Learning Disability patients. The Mental Health and Learning Disability Inpatient Bed Census, was carried out by the Scottish Government and NHS Boards as at midnight, 31 March 2016. See �HYPERLINK "http://www.gov.scot/Resource/0050/00505394.pdf"�here�. 


Northern Ireland: The Department of Health Social Services and Public Safety (2011) Transforming Your Care: A Review of Health and Social Care in Northern Ireland, available �HYPERLINK "http://www.transformingyourcare.hscni.net/about/"�here�, set out models to provide services for acutely ill people at home and in the community rather than in psychiatric hospitals. However the success of these models in reducing the number of long-term detention in psychiatric hospitals is questionable. 


� Transforming Care and Commissioning Steering Group (2014) Winterbourne View – time for change: Transforming the commissioning of services for people with learning disabilities and/or autism, available �HYPERLINK "https://www.england.nhs.uk/wp-content/uploads/2014/11/transforming-commissioning-services.pdf"�here� [accessed: 25 January 2017]; House of Commons Committee of Public Accounts (2015) Care services for people with learning disabilities and challenging behaviour. Fifty-first Report of Session 2014-15, available �HYPERLINK "https://www.parliament.uk/business/committees/committees-a-z/commons-select/public-accounts-committee/news/report-caring-for-people-with-learning-disabilities/"�here� [accessed: 25 January 2017]; MWC (2016) No through road: people with learning disabilities in hospital, available �HYPERLINK "http://www.mwcscot.org.uk/publications/visit-monitoring-reports/"�here�; Investigation into the death of Ms MN, MWC, January 2016, Summary report, available �HYPERLINK "http://www.mwcscot.org.uk/media/244679/ms_mn_investigation_summary_report.pdf"�here.�


� The EHRC and Children’s Commissioner have highlighted these issues to the Minister of State for Health. See letter from the EHRC and Children’s Commissioner (10 August 2016) Children and young people with autism, a learning disability and a mental health condition in long-term detention, unpublished.


� Hospitals and other care providers have a duty to take steps to protect the lives of people for whom they provide care under Article 2 and Article 8 of the European Convention on Human Rights. This includes not placing do not attempt resuscitation (DNAR) notices on patients’ files without the person’s consent or knowledge. See Care Quality Commission (2014) Monitoring the use of the Mental Capacity Act Deprivation of Liberty Safeguards in 2012/13, available �HYPERLINK "http://www.cqc.org.uk/sites/default/files/documents/dols_2014.pdf"�here� [accessed: 1 May 2015].


� England: research found cases of orders being inappropriately placed on people with learning disabilities. Mencap (2012) Death by indifference: 74 deaths and counting, A progress report five years on, available �HYPERLINK "https://www.mencap.org.uk/sites/default/files/2016-08/Death%20by%20Indifference%20-%2074%20deaths%20and%20counting.pdf"�here�.


In Scotland, the Scottish Public Services Ombudsman (SPSO) report for May 2016 highlighted four complaints/investigations into the application of do not attempt cardiopulmonary resuscitation (DNACPR) orders, available �HYPERLINK "http://us6.campaign-archive1.com/?u=41e2e1d946df995fb6cae48d9&id=547bc7619e"�here�. For a list of decisions relating to complaints about the application of DNAPCR from 2013-2016 see �HYPERLINK "http://www.spso.org.uk/search/gss/DNACPR"�here� [accessed: 10 October 2016].


� The EHRC successfully intervened in a legal case that clarified that at risk people in hospital and their families have the right to be consulted about any proposal to place a ‘Do Not Resuscitate Notice’ in their notes. In the specific case, the hospital failed to do so and the court found them to have breached Article 8 of the European Convention of Human Rights (R (Tracey) v Cambridge University Hospitals NHS Foundation Trust and Secretary of State for Health [2014].) The EHRC also welcomes the landmark 2015 High Court judgment that a decision to impose a ‘Do not resuscitate’ order on a 28-year-old man with cerebral palsy, without the knowledge of his family, was a violation of his ECHR Article 8 rights (Elaine Winspear (Personally and on behalf of the estate of Carl Winspear (Deceased) v City Hospitals Sunderland NHS Foundation Trust), available �HYPERLINK "https://www.leighday.co.uk/LeighDay/media/LeighDay/documents/Human%20rights/Winspear-v-City-Hospitals-Sunderland-NHS-Foundatin-Trust_QBD_-2-11-15.pdf"�here� [accessed: 10 October 2016].


� England/Wales: A new hate crime action plan was published in July 2016 by the UK Government. It evidences some progress, but notes the need for continued improvement in police recoding practices, and improved police response and victim support. The action plan does not cover actions in Scotland and Northern Ireland but intends to work with devolved governments to ensure that best practice is shared across the UK. See: Home Office (2016) Action against Hate: The UK Government’s plan for tackling hate crime,available �HYPERLINK "https://www.gov.uk/government/publications/hate-crime-action-plan-2016"�here� [accessed: 19 August 2016]. 


Scotland: The Scottish Government’s Draft Delivery Plan 2016-2020 relating to CRPD makes a commitment to encourage hate crime reporting through awareness-raising: Scottish Government (2015) The Scottish Government’s Draft Delivery Plan 2016-2020, Consultation, available �HYPERLINK "http://www.gov.scot/Publications/2015/09/6979"�here� [accessed: 19 August 2016].


� The EHRC’s 2011 inquiry into disability-related harassment found that it is a widespread but under-reported problem which has a significant impact on the day to day lives of disabled people. See EHRC (forthcoming, 2017) Being disabled in Britain.


England/Wales: Despite efforts to increase reporting, the number of reports of disability hate crime to the police remain significantly lower than the estimated number of incidents of disability hate crime: Crime Survey for England and Wales, available �HYPERLINK "http://www.crimesurvey.co.uk/"�here�; Coleman et al (2016) Crime and disabled people: Measures of disability-related harassment, 2016 update, available �HYPERLINK "https://www.equalityhumanrights.com/sites/default/files/research-report-103-crime-and-disabled-people.pdf"�here� [accessed: 10 October 2016].


Scotland: Police Scotland have recognised that this crime continues to be under-reported: Crown Office and Procurator Fiscal Service (2016), ‘Hate Crime in Scotland 2015-16’, available �HYPERLINK "http://www.copfs.gov.uk/images/Documents/Equality_Diversity/Hate%20Crime%20in%20Scotland%202015-16.pdf"�here� [accessed: 14 July 2016]. 


Northern Ireland: there is broad consensus that there is significant under-reporting, e.g. see BBC News (15 September 2014) Campaign to highlight disability hate crime in Norther Ireland (news article), available �HYPERLINK "http://www.bbc.co.uk/news/uk-northern-ireland-29182488"�here� [accessed: 10 October 2016].


� Bullying can greatly impact on pupils' wellbeing and attendance and thus their educational attainment: The Children’s Society (2015), The Good Childhood Report 2015, available �HYPERLINK "http://www.childrenssociety.org.uk/what-we-do/resources-and-publications/the-good-childhood-report-2015"�here� [accessed: 5 August 2016].


� England: Under the Education and Inspections Act 2006, schools in England have a statutory duty to prevent all forms of bullying among pupils. The UK Government provided over £4 million to anti-bullying organisations to help schools develop strategies to tackle bullying, including pupils with SEN. See: DfE and Edward Timpson MP (2014) Press release: Department for Education and WWE urge pupils to banish bullying, available �HYPERLINK "https://www.gov.uk/government/news/department-for-education-and-wwe-urge-pupils-to-banish-bullyinghttps:/"�here� [accessed: 23 January 2017].�Wales: In 2011, the Welsh Government published a series of anti-bullying guidance which included bullying around special educational needs and disabilities. See: Welsh Government (2011), Respecting others: anti-bullying overview, available �HYPERLINK "http://gov.wales/topics/educationandskills/publications/circulars/antibullying/?lang=en"�here� [accessed: 6 October 2016]. The Welsh Government also established the All Wales Anti-Bullying Leadership Group to provide a strategic approach to tackling bullying and hate crime in schools and the wider community. National Assembly for Wales Children, Young People and Education Committee (2015), Letter from the Minister for Education and Skills – Progress report to the Committee report: Inquiry into attendance and behaviour, 14/01/2015, CYPE (4)-01-15 – Paper to note 7, available �HYPERLINK "http://www.senedd.assembly.wales/ieListDocuments.aspx?MId=2623"�here� [accessed: 23 January 2017].


Scotland: The Scottish Government continues to fund and support Respectme, Scotland’s anti-bullying service. The Scottish Advisory Group on Relationships and Behaviour in Schools provides advice at a local and national level on behaviour and relationships in schools. Education Scotland provides support and resources to develop anti-bullying strategies.


� Survey of 4,853 young people aged 13-20. Ditch the Label (2015), ‘The annual bullying survey 2015’, available �HYPERLINK "http://www.ditchthelabel.org/annual-bullying-survey-2015/"�here� [accessed: 18 August 2015]. Although designed as a UK survey, most of the respondents were from England, with 8% from Scotland and an even smaller proportion from Wales and Northern Ireland.


� Evidence on bullying in the UK is relatively sparse, with available evidence limited largely to surveys by a variety of organisations, or in Scotland to data collected inconsistently by different local authorities: EHRC (2015) Prejudice-based bullying in Scottish schools, available �HYPERLINK "https://www.equalityhumanrights.com/sites/default/files/prejudice-based_bullying_in_scottish_schools_research_report_0.pdf"�here� [accessed: 23 January 2017].


� Public Health England (2015) Disability and Domestic Abuse – Risks, impacts and response, available �HYPERLINK "https://www.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/480942/Disability_and_domestic_abuse_topic_overview_FINAL.pdf"�here�; Sin CH et al (2009) ‘Disabled people's experiences of targeted violence and hostility’, Research Report 21; Hague, Gill, Thiara, Ravi K. and Mullender, Audrey (2011) Disabled women and domestic violence: making the links, a national UK study. Psychiatry, Psychology and Law, Volume 18 (Number 1), pp. 117-136; L. Ellison et al. (2014) ‘Challenging Criminal Justice? Psychosocial Disability and Rape Victimisation’, Criminology and Criminal Justice; McCarthy, M. (2015), ‘I Know it was Every Week, but I Can't be Sure if it was Every Day: Domestic Violence and Women with Learning Disabilities. J Appl Res Intellect Disabil. doi:10.1111/jar.12237 [accessed: 10 November 2016].


� Specialised services for disabled women that provide accessible support are sparse. See: Woodin and Shah (May 2013) National Empirical Report UK Access to specialised victim support services for women with disabilities who have experienced violence, available �HYPERLINK "http://women-disabilities-violence.humanrights.at/countries/united-kingdom"�here�; Women’s Aid annual survey, available �HYPERLINK "https://www.womensaid.org.uk/womens-aid-releases-annual-survey-2015-statistics/"�here� and Harvey, S., Mandair, S. and Holly, J (2013) Case by Case: Refuge provision in London for survivors of domestic violence who use alcohol and other drugs or have mental health problems. London: AVA & Solace Women’s Aid, available �HYPERLINK "http://avaproject.org.uk/wp-content/uploads/2016/03/Case-by-Case-London-refuge-provision-Full-Report.pdf"�here� [accessed: 10 November 2016].


� Most support organisations were experiencing funding cuts. Funders often made judgements about performance based on numbers of women assisted, at odds with providing an equal service to disabled women. Woodin, Shah, Tsitsou (June 2014) National Report UK Access to specialised victim support services for women with disabilities who have experienced violence, available �HYPERLINK "http://women-disabilities-violence.humanrights.at/publications?page=1"�here� [accessed: 10 November 2016].


� For multi-agency practice guidelines, see the UK Government Forced Marriage Unit website, �HYPERLINK "https://www.gov.uk/guidance/forced-marriage" \l "guidance-for-professionals"�here�.


� Council of Europe Convention on preventing and combating violence against women and domestic violence, available �HYPERLINK "https://rm.coe.int/CoERMPublicCommonSearchServices/DisplayDCTMContent?documentId=090000168046031c"�here� [accessed: 16 August 2016].


� For example, the adequate provision of specialist support services: Joint Committee on Human Rights (2015) ‘Violence against women and girls: Sixth Report of Session 2014-15, section 4’, available �HYPERLINK "http://www.parliament.uk/business/committees/committees-a-z/joint-select/human-rights-committee/news/violence-against-women-and-girls-report/"�here� [accessed: 16 February 2016].  


� The CRPD Committee has found that physical, mechanical and chemical restraint in medical facilities should be eliminated to protect rights under Article 14, and that such practices are ‘not consistent with the prohibition of torture and other cruel, inhuman or degrading treatment or punishment…article 15’: CRPD Committee (2015) Guidelines on article 14 of the CRPD’, available �HYPERLINK "http://www.ohchr.org/Documents/HRBodies/CRPD/GC/GuidelinesArticle14.doc"�here� [accessed: 5 August 2016].


� For example:


England/Wales: The use of restraint of people with mental health conditions in state detention (prisons, police cells and hospitals) needs to be better monitored, with data made publicly available. See EHRC, (February 2015) Preventing Deaths in Detention of Adults with Mental Health Conditions: An Inquiry by the Equality and Human Rights Commission, available �HYPERLINK "https://www.equalityhumanrights.com/en/publication-download/preventing-deaths-detention-adults-mental-health-conditions-report"�here�. While some progress has been made, data on the use of restraint in prison settings is still not routinely published. See �HYPERLINK "https://www.equalityhumanrights.com/en/inquiries-and-investigations/preventing-deaths-detention-adults-mental-health-conditions/preventing"�here� [accessed: 10 November 2016].


Physical restraint was used most frequently in child and adolescent mental health services, acute wards in learning disability services and psychiatric intensive care in England. See Mind (2015) Restraint in mental health services, available �HYPERLINK "http://www.mind.org.uk/media/3352178/restraintguidanceweb.pdf"�here� [accessed: 10 November 2016].


England and Wales: between the years ending March 2010 and March 2015 incidents of use of restraints increased substantially relative to the size of the detained population in the secure estate for children and young people. UK National Preventative Mechanism (January 2017) Monitoring places of detention, Seventh Annual Report of the UK’s NPM, p. 13, available �HYPERLINK "https://www.gov.uk/government/publications/uks-national-preventive-mechanism-annual-report-2015-to-2016"�here� [accessed: 1 February 2017].


Evidence of physical and/or chemical restraint of disabled people in the criminal justice system, healthcare settings and some education settings, including evidence of the use of psychotropic medication with people with learning disabilities, often as a form of chemical restraint to control challenging behaviour. E.g. see: EHRC (March 2016) England’s most disadvantaged groups: People with learning disabilities: An Is England Fairer? review spotlight report (3 of 4), available �HYPERLINK "https://www.equalityhumanrights.com/en/britain-fairer/england-fairer-introduction/englands-most-disadvantaged-groups"�here�; Talbot, J. (2008) Prisoners’ Voices: Experiences of the criminal justice system by prisoners with learning disabilities and difficulties, London: Prison Reform Trust, available �HYPERLINK "http://www.prisonreformtrust.org.uk/Portals/0/Documents/No%20One%20Knows%20report-2.pdf"�here�; EHRC (March 2016), EHRC submission to the UN Committee Against Torture 57th session, available �HYPERLINK "https://www.equalityhumanrights.com/en/our-human-rights-work/monitoring-and-promoting-un-treaties/convention-against-torture-and-other"�here�; The Challenging Behaviour Foundation (January 2016) Statement on restrictive physical interventions with children, available �HYPERLINK "http://www.challengingbehaviour.org.uk/learning-disability-assets/statementonrestrictivephysicalinterventionswithchildren.pdf"�here�. EHRC (forthcoming, 2017) Being disabled in Britain.


Evidence of chemical restraint in longer-term care for people with dementia in Scotland, despite lack of systematic collection of data on the use of physical restraint in care settings. The Mental Welfare Commission for Scotland found high levels of use of antipsychotics, anxiolytics and sedative antidepressants, in the management of stressed and distressed behaviours.  They were often used in combination and without evidence of regular review of necessity of these medications, available �HYPERLINK "http://www.mwcscot.org.uk/about-us/latest-news/our-latest-visit-report-is-now-available/"�here�.


Concerns regarding the use of physical and chemical restraints in health and social care in Northern Ireland. See: NIHRC (March 2012) ‘In Defence of Dignity: The Human Rights of Older People in Nursing Homes’, available �HYPERLINK "http://www.nihrc.org/documents/research-and-investigations/older-people/in-defence-of-dignity-investigation-report-March-2012.pdf"�here� [accessed: 10 November 2016].


Concerns in Northern Ireland that the new statutory definition of restraint only applies where a person is deemed to lack capacity. See: Mental Capacity Act 2016, section 12.


� See: EHRC (November 2011), Inquiry into the Home Care of Older People, available �HYPERLINK "https://www.equalityhumanrights.com/en/inquiry-home-care-older-people"�here�; The Kings Fund (February 2013), The Francis report, available �HYPERLINK "http://www.kingsfund.org.uk/projects/francis-inquiry-report?gclid=CLSOjc3t6c8CFY0A0wodHfoJww"�here�; Department of Health (10 December 2012) Winterbourne View Hospital: Report and response, available �HYPERLINK "https://www.gov.uk/government/publications/winterbourne-view-hospital-department-of-health-review-and-response"�here�. Most recently, Southern Health NHS Trust accepted it was responsible for the death of a disabled patient at a short-term assessment and treatment unit in contravention of ECHR Article 2. Southern Health NHS Trust (June 2016) Statement regarding Connor Sparrowhawk’s death, available �HYPERLINK "http://www.southernhealth.nhs.uk/news/archive/2016/trust-statement-regarding-connor-sparrowhawks-death/"�here� [accessed: 20 October 2016].


� UN Committee Against Torture (June 2013) Concluding observations on the fifth periodic report of the United Kingdom of Great Britain and Northern Ireland, adopted by the Committee at its fiftieth session. Available �HYPERLINK "http://tbinternet.ohchr.org/_layouts/treatybodyexternal/Download.aspx?symbolno=CAT%2fC%2fGBR%2fCO%2f5&Lang=en"�here� [accessed: 20 October 2016].


� There is a useful summary of one case about violation of EHRC Article 3, with references to six other cases, available �HYPERLINK "https://www.gardencourtchambers.co.uk/unlawful-detention-breaches-article-3-article-5-rights-woman-mental-illness/"�here� [accessed: 20 October 2016].


� See para. 159, R (ota) VC v SSHD [2016] EWHC 273 (Admin).


� Shaw, S. (2016) ‘Review into the Welfare in Detention of Vulnerable Persons: A report to the Home Office’, p. 12, available �HYPERLINK "https://www.gov.uk/government/publications/review-into-the-welfare-in-detention-of-vulnerable-persons"�here� [accessed: 2 February 2016].


� Ibid. Recommendations 12 and 13.


� Home Office (January 2016) Government response to Stephen Shaw’s review into the welfare in detention of vulnerable persons, available �HYPERLINK "https://www.gov.uk/government/publications/government-response-to-the-review-on-welfare-in-detention-of-vulnerable-persons"�here� [accessed: 11 January 2017].


� Guidance issued under section 59 of the Immigration Act 2016, and associated policies (Chapter 55b of the Enforcement Instructions and Guidance and Detention Services Order 09/2016). These became operational in September 2016.


� Such as mental health conditions or serious physical disability.


� Adults at Risk Policy Guidance V.2,0, p.12 available �HYPERLINK "https://www.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/574970/adults-at-risk-policy-guidance_v2_0.pdf"�here� [accessed: 11 January 2017].


� Home Office, Immigration Act 2016: Guidance on adults at risk in immigration detention, August 2016, available �HYPERLINK "https://www.gov.uk/government/publications/adults-at-risk-in-immigration-detention"�here� [accessed: 11 January 2017].


� The Government intends to ask Mr Shaw to carry out a short review in 2017 to assess progress against the key recommendations of his report: Hansard, Written Question, Minister of State (Home Office) (Immigration) Robert Goodwill, 15 December 2016, available �HYPERLINK "http://www.parliament.uk/business/publications/written-questions-answers-statements/written-question/Commons/2016-12-07/56463/"�here� [accessed: 11 January 2017].


� England/Wales: Mental Health Act 1983 as amended; Mental Capacity Act 2005.


Scotland: Adults with Incapacity (Scotland) Act 2000 and Mental Health (Care & Treatment)(Scotland) Act 2004. Northern Ireland: Mental Capacity Act (Northern Ireland) 2016. Substitute decision-making refers to decisions made on behalf of a person who lacks capacity to make the decision.


� Mental Capacity (NI) Act 2016 received royal assent on 9 May 2016.


� The Essex Autonomy Project stated: ‘it will be crucial to monitor how the MC (NI) Act’s pioneering use of the concept of “special regard” is operationalised and adjudicated. Insofar as this concept is applied in form of rebuttable presumption approach, as we shall argue that it can and should be, it will represent an important step forward in the construction of a CRPD-compliant capacity statute… Insofar as the principle of special regard is operationalised as a rebuttable presumption approach along the lines recommended above, we believe that it could satisfy the relevant requirements of Art. 12.4’. The Essex Autonomy Project (2016) Three Jurisdictions Report, available �HYPERLINK "http://autonomy.essex.ac.uk/eap-three-jurisdictions-report"�here� [accessed: 5 August 2016].


� England and Wales, Scotland and Northern Ireland.


� The Essex Autonomy Project (2016) Three Jurisdictions Report, available �HYPERLINK "http://autonomy.essex.ac.uk/eap-three-jurisdictions-report"�here� [accessed: 5 August 2016].


� Established practice up to 2004 was to regard these patients as voluntary, however, the European Court of Human Rights found in 2004 that this practice was not compliant with Article 5 ECHR, the right to liberty and security of the person. HL v UK 45508/99 (2004) ECHR 471. Deprivation of liberty safeguards were introduced in England and Wales in 2008 by amendment to the Mental Capacity Act 2005, however, they are considered to have failed to deliver improved outcomes. See: The Law Commission (May 2015) Mental Capacity and Deprivation of Liberty Interim Statement, available �HYPERLINK "http://www.lawcom.gov.uk/wp-content/uploads/2016/06/mental_capacity_interim_statement.pdf"�here�. A proposal for replacement legislation should be published in March 2017. See: The Law Commission, Mental Capacity and Deprivation of Liberty, Current Project Status, available �HYPERLINK "http://www.lawcom.gov.uk/project/mental-capacity-and-deprivation-of-liberty/"�here� [accessed: 20 October 2016].


� Scotland: the current incapacity legislation is not working effectively and the implications of supported decision-making have not been considered. There have been calls for a wide revision of the legislation. The Law Society of Scotland, the Mental Welfare Commission, The Public Guardian and SHRC, among others, all recommended a comprehensive review of the three pieces of legislation which govern non-consensual care and treatment, see �HYPERLINK "https://consult.scotland.gov.uk/integration-partnerships/report-on-adults-with-incapacity/consultation/published_select_respondent"�here� [accessed: 20 October 2016].


Northern Ireland: A capacity-based approach to deprivation of liberty is included in the Mental Capacity (Northern Ireland) Act 2016.


� A survey of 1,000 polling stations to assess how accessible the 2010 general election had been for disabled people found that two-thirds of polling stations had one or more significant access barriers. See: Scope (2010) Polls Apart, available �HYPERLINK "http://www.scope.org.uk/Scope/media/Documents/Publication%20Directory/Polls-apart-2010.pdf?ext=.pdf."�here� [accessed: 5 August 2016].


� Some positive steps taken by the UK Government since this 2014 inquiry include discussions with disability organisations to identify options for improving ease of registration and voting: Political and Constitutional Reform Committee (2 February 2015) Voter engagement in the UK: Government response, available  �HYPERLINK "http://www.publications.parliament.uk/pa/cm201415/cmselect/cmpolcon/1037/1037.pdf"�here�; and the development of an easy read guide on registering to vote in partnership with the charity Mencap: Mencap (2014) Easy Read guide to voting and registering to vote, available �HYPERLINK "https://www.gov.uk/government/publications/voting-and-registering-to-vote-an-easy-read-guide"�here� [accessed: 5 August 2016].


� Evidence on voter registration and turnout in the UK provided to a parliamentary inquiry in 2014 highlighted barriers faced by disabled people, particularly people with sight loss, people who are deaf, and those with learning disabilities. House of Commons (2014) Voter engagement in the UK. Fourth report of session 2014-15, House of Commons Political and Constitutional Reform Committee. HC 232 [Incorporating HC 1059, Session 2013-14], available �HYPERLINK "http://www.publications.parliament.uk/pa/cm201415/cmselect/cmpolcon/232/232.pdf"�here� [accessed: 5 August 2016]. Barriers include: difficulties in voting accessibility to people affected by sight loss; low participation rates at elections for people with learning disabilities as well as, ‘a cultural exclusion from the democratic process...’; physical barriers hindering the access of wheelchair-users to a building to cast a vote.


� UK/GB: Disabled people are under-represented as elected representatives. Reports suggest the proportion of self-declared disabled MPs fell following the 2015 General Election. See: EHRC (2015) Smoothing the pathway to politics for disabled people, available �HYPERLINK "https://www.equalityhumanrights.com/en/file/4661/download?token=PIl5W6zL"�here� [accessed: 6 January 2017]. 


Scotland: Before the 2016 election for the Scottish Parliament, three Members of the Scottish Parliament (MSPs) were disabled. After the election, it appears that only one MSP is openly disabled. To be representative of the population, it has been estimated there should be around 23 disabled MSPs: Holyrood (1 June 2016) Where are all the disabled MSPs? (news article), available �HYPERLINK "https://www.holyrood.com/articles/comment/where-are-all-disabled-msps"�here� [accessed: 5 August 2016].


Northern Ireland: See: Byrne et al (2014) ‘Shortfalls in public policy and programme delivery in Northern Ireland relative to the Articles of the UNCRPD’, p. 150, available �HYPERLINK "http://www.equalityni.org/ECNI/media/ECNI/Publications/Delivering%20Equality/RES1314-05_UNCRPD_Final-Report-v1_-130614.pdf"�here� [accessed: 6 January 2017].


� The UK Government has suggested that to be representative of the 11 million disabled people in the UK, the House of Commons should include at least 65 disabled MPs: Government Equalities Office (2010) Response to the Speaker’s Conference on Representation, available �HYPERLINK "http://www.parliament.uk/documents/commonscommittees/speakers-conference/7824.pdf"�here� [accessed: 5 August 2016].


However, the exact number of disabled parliamentarians is not known because a recommendation for the House to collect data about under-represented groups has not been implemented. See: House of Commons (2010) Speaker’s Conference on Parliamentary Representation, available �HYPERLINK "http://www.publications.parliament.uk/pa/spconf/239/239i.pdf"�here� [accessed: 6 January 2017].


The House of Lords Appointments Commission does not survey current peers, or those it appoints. The Scottish and Welsh Parliaments do not collect and publish this data either. Section 106 in the Equality Act 2010 for political parties to publish diversity data about their candidates has also not been enacted.


� EHRC (2015) Smoothing the pathway to politics for disabled people, available �HYPERLINK "https://www.equalityhumanrights.com/en/file/4661/download?token=PIl5W6zL"�here� [accessed: 5 August 2016].


� The Access to Elected Office Fund was set up in 2012 to provide financial support to disabled people standing for election to the UK Parliament but it closed in May 2015. See: HM Government (2015) Welcome to the Access to Elected Office for Disabled People Fund, available �HYPERLINK "http://www.access-to-elected-office-fund.org.uk/"�here� [accessed: 11 September 2015].


� See Early Day Motion 999, available �HYPERLINK "https://www.parliament.uk/edm/2015-16/999"�here� [accessed: 7 October 2016].


� England and Wales: the percentage of appointments and reappointments of people declaring a disability fell from 8.6% in 2010/11 to 4.6% in 2014/15. See: Commissioner for Public Appointments (2015) Annual Survey of Ministerial Appointments and Reappointments by the Commissioner for Public Appointments. 2014-15, available �HYPERLINK "http://publicappointmentscommissioner.independent.gov.uk/wp-content/uploads/2015/07/OCPA-Statistical-Survey-2014-15-PDF.pdf"�here� [accessed: 5 August 2016].


Scotland: the proportion of disabled people on public boards has fallen from 15.3% in 2014-15 to 11.8% in 2015-16, and is significantly less than the proportion of disabled people in the general population (19.6%): The Commissioner for Ethical Standards in Public Life in Scotland (2016) Annual Report 2015/16 p. 28, available �HYPERLINK "http://www.ethicalstandards.org.uk/site/uploads/publications/4bbac3ff88405f5958a87bb1b6485990.pdf"�here� [accessed: 10 December 2016].


Northern Ireland: Disabled people continue to be significantly under-represented on the boards of public bodies. Information from the period 2011-12 indicates that less than 1% of those appointed were disabled (compared with 2% in the previous period). Source: Office of the First and deputy First Minister (2012): ‘Public Appointments Annual Report 2011/12’, p. 16, available �HYPERLINK "http://www.ofmdfmni.gov.uk/public-appointments-annual-report-2011-2012.pdf"�here� [accessed: 5 August 2016].


� For example, statistics are collected about pupils with special educational needs (SEN)/additional support needs (ASN). However, not all disabled pupils have SEN/ASN and so the data collected about disabled pupils is not complete.


� Including disaggregation by other equality characteristics, such as sex, age and ethnicity. For example, there is limited data about the circumstances of disabled women and girls in the UK.


� Such as mental health condition or mobility impairment.


� Byrne et al (2014) Shortfalls in public policy and programme delivery in Northern Ireland relative to the Articles of the UNCRPD, p. 158, available �HYPERLINK "http://www.equalityni.org/Delivering-Equality/Addressing-inequality/UNCRPD-Disability"�here� and Harper et al (2012): Disability programmes and policies: How does Northern Ireland measure up? Monitoring Implementation of the UNCRPD in Northern Ireland, p. 255, available �HYPERLINK "http://www.equalityni.org/ECNI/media/ECNI/Publications/Delivering%20Equality/UNCRPDmonitoringimplementationFullReport0112.pdf?ext=.pdf"�here� [accessed: 24 September 2016].


In England there is a need to collect data on: health outcomes for disabled people; identity-based bullying, school exclusions and absences  for the routine publication of data on the use of restraint in prison settings.


In Scotland there is a need to collect data on: the attainment of disabled children throughout their school career; on the use of restraint in care settings including the use of restraint by the National Health Service and to improve monitoring and data collection in relation to hate crime. 


In England and Scotland, statistics on the number of disabled children who are looked after by the state are not routinely collected. Independent surveys carried out in prisons have identified significant under-reporting of the numbers of disabled prisoners.


� The disability-focused Life Opportunities Survey (ODI/DWP/ONS) is the latest in a series of specialist disability surveys and was funded for 3 waves, with data collection ending in September 2014. It is not known whether any similar survey will be carried out in the future, see �HYPERLINK "http://webarchive.nationalarchives.gov.uk/20160105160709/https:/www.gov.uk/government/collections/life-opportunities-survey"�here.�


� There are currently no proposals to collect impairment-type data in the 2021 Census for England and Wales, while a question on long-term health conditions is under consideration for Scotland’s Census 2021.


� This is recommended in the UNCRPD (no date) Guidelines on Independent Monitoring Frameworks and their participation in the work of the Committee (advance unedited version), available �HYPERLINK "http://www.ohchr.org/Documents/HRBodies/CRPD/GuidelinesIMF.doc"�here� [accessed 10 October 2016].
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